
HIV陽性j音歯科診療に関する現状認識、問題点等

歯科の HIV診療体制整備
′          研究分担者 前田憲昭

現状認識 (医療体制班からの所見)

HIV感染者に歯科医療を提供する体制を確保するために2つの手段が進行いしています。

1つは開業 医の大半を組織する日本歯科医師会くあるいはその傘下の都道府県歯科医師会

を診療ネッ トワークに取 り組む方法であり、他の 1つは、組織に関係なく、自ずからの信

念に基づいて、すべての方を区別 。差別なく診療しようとする歯科医療従事者 と個別にネ

ットワークを組む活動です。前者の対応は医療体制班 (研究分担者 前田憲昭)、 後者の対

応は課題克服班 (研究分担者 中田たか志先生)と 考えています。

1:日 本歯科医師会の現状

① 世界歯科医師連盟 (FDI)は、HⅣ 感染者への差別のない歯科診療の提供を決議 し、

その決議内容を公表しています。日本歯科医師会は FDIの主要メンバーとして、決議に

賛成していますが、 日本国内で具体的な活動はしていないように見えます。

② 日本歯科医師会は研究班の公開質問状に対して下記の回答をしています。
残念なが ら、現在のところ、あくまでも回答のため回答であり、会員に向けた行動基準

となっていません。具体的な成果が確認できません。

下記は班が作成した冊子より引用 (HIV感染症歯科診療ネットワーーク取組事例集 )

h          理生p10adsttOtΩ S/18 pdf

3:日 本歯科医師会 会長の HⅣ感染者歯科治療に対する基本的姿勢の宣言

研究班の質問に対する日本歯科医師会会長の公式回答

日歯発第 996号平成 19年 8月 30日  (地域保健課扱い)

厚生労働科学研究費補助金エイズ対策研究事業

「歯科のHIV診 療体制整備」 分担研究者前田憲昭様
社団法人日本歯科医師会 会長 大久保満男
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HIV感 染者歯科診療体制について (回答)

平素より本会会務運営に格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、貴研究班より平成 19年 6月 27日 付にてご照会いただきました事項につきまして

は、下記の通りご回答申し上げます。

記

[照会事項要旨]

1.HIV感 染症に対する日本歯科医師会の基本的態度の宣言について
2_HIV感 染者歯科診療に積極的に取り組むか、具体的な指針の提示について
[回答]

1.日 本におけるエイズ感染の拡大防止及びHIV感 染患者を含むすべての患者が安心し
て円滑に歯科医療を受けることができるよう日本歯科医師会は力をつくします。

2.その具体的な方法として、日本歯科医師会全会員が、HIV感染患者に対してあらゆ
る患者と等 しく適切かつ安心 。安全な歯科治療を提供 し、歯科医療従者にも同様に、

安全 。安心が確保される環境の整備を図ります。また、都道府県歯科医師会に対し、

地区に選定されたエイズ中核拠点病院と連携を図り、上記の対応が円滑に果たされる

よう本会より要請します。さらに日本歯科医師会広報、日本歯科医師会雑誌等を通じ、

適切なHIV感 染者歯科診療体制の周知に努めます。

注)この文章は 研究班が日本歯科医師会 大久保会長に提出した質問状への回答です。
日本歯科医師会がHⅣ感染症に対する基本姿勢を明確にすることで、今後の班の活動
に明確な指針を与えるものと考えています。また、中核拠点病院と地域歯科医師会の

連携にも基本的な関係を構築する基礎を与えるものです。 なおく大久保会長は財団
法人日本エイズ予防財団の理事でもあります。FDI会長も別途宣言を公表されてい
ます。 (前田憲昭 会長は平成 23年現在 評議員)

対策 :日 本歯科医師会に具体的な成果を求めます。また自主的にHIV感 染者の歯科
治療が全国で等しく提供される体制の確立が、何時になるか提示をして頂きたい。

2:HⅣ 感染者歯科医療が一般歯科で受け入れられない背景
歯科はB, C型肝炎対策が来ているではないか ?

B,C型肝炎対策が出来ていてもHIVが診れない理由

拠点病院システムがHIV感 染者医療の認識の違いを生んでいる可能性
初期のHIV感染者医療受け入れ拒否と拠点病院システムの構築で
限定した医療機関が診療するものと認識されてきました。特別な対応が

必要なのではないか、と思われてしまいました。
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一

また、最初に設定された拠点病院には、歯科医師養成機関がありません

でした。

対策 :歯科診療だけを開業医に依頼するまえに、HIV感染者の医療のあり方を広く

国民に知らせる必要があります。

歯科医療従事者が感染対策費を保険点数に盛 り込むように要請する背景

同じGNPの諸外国に比べて、歯科の技術点数が極端に低い現状があります。

したがって、感染防御対策に出資する費用は、技術点数を割り込みます。

対策 :臨床の現場の経営の厳しさを痛感しているので、一般開業歯科医師に

厳 しいことが言えません。

支出を抑制しながら、Standard Precautionsの 実施に

二
歩づつ前進するように、研究班として励まし続けます。

5:医療f/1制班の活動

円 リス

〇エイズ対策事業で歯科が研究代表者の活動がありません。

○エイズ対策予算の総額における歯科領域対策の予算総額は 1%以下

〇研究班には権限がありません。

行政・歯科医師会・拠点病院に参力日を呼びかけるが自由参加

患者を診るのは医療従者の義務であるとの主張だけでは進みません。

対策 :

① ブロック拠′点病院 。中核拠,点病院の改革

② ブロック拠点病院 。中核拠点病院と当該歯科医師会のHIV感染者歯科診療ネットワー

ク立上げの義務化

③ 員日効性の対応として、ブロック拠点病院歯科に歯科診療に関する対応を担 う、

コーデ ィネーター歯科衛生士の配置

④  歯科の HIV診療体制整備tJlと して
HIV感 染症が明らかになって25年以上、もはや義務論を伝える時代では

ない。観点を変えて、

病気の本質を正確に伝える

Standard Precautio五 sの必要性を力説する

○何故必要か

○どんなメリットが患者さんと医療従事者にあるか

○実施への努力が如何に歯科医療の質の向上に寄与するか
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現在の国内の HIV感染者歯科診療の実態

例外 東京都 神奈川県 北海道 広島県 (*)
すでにネットワークを実施中の同都県の活動に関しては、「HⅣ感染症歯科診療ネットワー

ク取り組み事例集」を参照して頂きたい。

*中核拠点病院としての広島大学の活動 (別途記載)

HIV感染者の受診拒否

厚生労働省

診療拒否対策を通達
//fIIⅥこ関ゝ
＼ゝて連携がなしン/

地方 自治体

歯科保健担当科

地方 自治体

エイズ対策担当課

地域歯科医師会

IEIV患者歯科診療に関して

指導力がない

塩 論か

ヾ
携がない
ノ

中核拠点病院

中核としての自覚がない

厚生労働省の通知を知らない

病院が自院の歯科を指導出来ない

歯科 :歯科医師会を指導できない
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2.

医療体制班 歯科のHⅣ診療体制整備班の位置づけ

28

HⅣ感染者の受診拒否

厚生労働省

診療拒否対策を通達 HIVに関し

て連携がない

地方自治体

エイズ対策担当課

地方自治体

歯科保健担当課

地域歯科睡二師会

争歯科診療に関して

さい

HIV患旱

指導力がカ

中核拠点病院

自党がない

厚生労働省の通知を知らない

病院が歯科を指導出来ない

歯科 :指導力がない

HⅣに関して

連携がない



日本歯科医師会と都道府県歯科医師会の構図

日本歯科医師会

会長 理事 は
日本エイズ予防財団の評議員。理事を務める

召 :垣F
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都道府県歯科医師会
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広島大学の取 り組み (ブロック拠点病院 。中核拠点病院としての模範 )

これは平成 23年 2月 6日 に開催された研修会への案内です。厚生労/Sl省の通達をよく理

角準されています。すべての府県で見習って頂きたと思います。

広島県歯科 医師会 会長 山科 透

広島大学病院長 越 智  光 夫

第 1回広島県歯科医師会の歯科医師及び院内歯科研修医のための

HIV感染症に関する講習会開催の案内

平成 17年 5月 6日 に厚生労働省医政局歯科保健課長から、「歯科医療機関に

おける HIV感染者等の診療体制について (依頼 )」 (医政歯発 第 0506001号、健

疾発第 0506001号)が出されました。その主な内容は、HIV陽性者等の診療を断

る歯科医院が無いように、歯科医療従事者が HIV感染症についての正 しい理解

を図 り、適切な感染防止策を講じることにより、HIV陽性者に対する歯科診療体

制を確保す ることでした。

HIV陽′性者に対する歯科診療体制の確保には、エイズ拠点病院と地域歯科医師

会との連携 が必要でありt広島県においては広島県歯科医師会が手イズ拠点病

院からの HIV陽性者の歯科診療を受け入れるための HIV歯科診療ネットワーク

が既に構築 されています。このネットワークの構築は、HIV陽性者がより近医で

の歯科受診 を可能 とする画期的な歯科診療体制の実現であると考えます。本邦

では、HIV陽性者の数は増加してお り、今後、この歯科医療ネットワークに参加

する歯科医師の確保が必要です。

本院は厚生労働省が定めたエイズ治療のための中国四国地方ブゴック拠点病

院として、医療従事者のための教育 。研修の役害」を担ってお ります。つきまし

ては、広島県歯科医師会の歯科医師および院内の歯科研修医にご参力日頂き、歯

科医療従事者が HIV感染症についての正 しい理解を図り、′適切な感染防止策を

講じることによつて HIV陽性者の歯科医療確保にご尽力くださるよう、別紙の

通 り、講習会を開催 したく存じます。皆様 ,お誘い合わせのうえ,多数ご参加
くださいますようご案内申し上げます。 '
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プロック拠点病院を中心としたHⅣ感染症歯科診療体制ネットワークの構築について(案 )

製魏師鼈 髄 動愕 躙端願鷺ll著鷺梅翼漢

鱗 [:   獅
論鑑
争
鰭 蠍 朧 機

HiV感染者・AIDS患者 t墨饗讐饗軍1_」

エイズ治療拠点病院

協力歯科医療機関

プロック単位の歯科診療体制ネットワーク

1  盤痰相談●IIお 1“僚織撻懺 1

1(棚脚 アちち饉 )|
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課題克月段班での HIV陽性者歯科診療の取組

「HIVと その合併症の課題を克服する研究」
「HIV陽性者歯科診療の課題と対策」

研究分担者 中田たか志

平成 21年濃[から課題克服班の分担研究「HⅣ 陽性者歯科診療の課題と対策」として、

医療体制整備班での取り組みとアプローチの方向を変えて、HⅣ 陽性者歯科診療を陽性者

自身からの依頼や NGO等の紹介、拠点病院医師 。歯科医師等からの依頼、保健所からの依

頼等で既ヤこHIV陽性者歯科診療を開始しているが地域にネットワークが構築されていない

診療所のネ ットワークを構築し、その構築したネットワークの紹介機軸を地域のHIV陽性

者支援をしているNPO/NGOと する取り組みを開始しました。

またそれ らの地域で、歯科開業医として HIV陽性者歯科診療を困難としている 3大理由の

設備の不備 、スタッフの理解が得られない、風評被害の恐れが、本当にそうなのか?と い

う視点、また HⅣ 陽性者歯科診療は拠点病院歯科で診療すべき事例なのか ?と いう視点、

歯科開業医が拠点病院歯科の歯科医師と決定的に違う経営者としての視点から、分担研究

者が歯科開業医として 15年以上 HⅣ 陽性者歯科診療に従事してきた経験と、開業医が現

在置かれた現状の中でのHⅣ 陽性者歯科診療の実際、また地域の拠点病院医師によるHⅣ

診療についての総論とともに講習会を開催し、新たにこのネットワークに参加する歯科診

療所を増や し、行政や歯科医師会主体の総合的なネットワークが構築できるまでのタイム

ラグを埋めるべく現実的な対策としての取 り組みを開始しており、昨年度までに大阪府、

愛知県でこの取り組みを開始し、ネットワークが構築されつつあります。

また本年度 は大阪府、愛知県での取り組みに加え、沖縄県、福岡県での取り組みを開始す

る予定で進 めています。

またこのネ ットワークヘの参加のハー ドルを下げるためにt歯科医師、歯科衛生士など、

歯科医療従事者向けに、HⅣ感染症や HIV陽性者の現状、歯科におけるスタンダードプリ

コーションについての情報を提供し、その他の感染症をふくめた情報や対応について共有

するネットワークである1)歯科医療従事者ネットワーク

HⅣ 陽性者歯科診療を既に取り組んでいる、または今後取り組みを検討する歯科診療所の

ネットワニクである2)歯科診療所ネットワーク

と二つのネットワークを構築しHⅣ 陽性者歯科診療の裾野を広げる取り組みをしています。

http://hiv― dentalllet.com/1ndex.html
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合併症及び併発症への対応

FHIV/HCV重複感染者の肺硬愛

(に対する肝移植)』

に関する資料

HiV感染症患者の予後

HAAR竃場以降闘iV感染鰐Jの予後は改善。.

1995年以降、HiV感染顧Jの死亡数は減少するとと

もに、死国に大きな変化が見られた。

1997年 -2000年に死亡した135人のHⅣ (+)患者のうち、

AIDS関連死 (日和見感染による死亡)は約50%.

残 りの約半数のうち、約90%は肝疾患関連であり、多くはHCV感染症によ

る死亡であつた.

(COIlaboratiOns in HiV Outcomes Research United State1 2001)
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全 国調査
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肝炎重複感染の方が97%と言われており、今後深刻な事態が予想されます。

H20エイズ予防財団 血液凝固異常全国調査
http:/ノap卜 netJfap・0可 p/Siryou/research.htm
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Hiv感染者、死亡数の年次推移 (N=390)
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HiV感染者、死亡時年齢別患者数の分布 (N=390)
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(人数 )

2000

1996-2008年 の九州肝癌研究会登録症例

HCV関連肝癌の肝癌診断時年齢分布 (N=6′ 8■9)

1836 圃男性

■000

40‐    50-   60-   70-   80‐    90-

(年齢 )

Nわ u口,N Fukushima′ H Yatsuhash::Medi‐ :Science Monior 20■ 0

HIV/HCV重複感染者

。肝硬変へ進行するのが早い
`

:。 若年で死亡する例あり6
0 HAART薬剤の影響もありそう。

月干移植により救命で鵠
:し
かヽ ?
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HiV/HCV重複感染者に対する肝移植

lmPaCt Of Hurnan lrrmunodeflciency Virus on Sumval
After Liver TrarLSplantation:Aュalysis of United

Nemork fOr organ Sharmg Database

"ヽ

CI Mル :=i=bsル .“ス歳 R“●ra″」ル″π
"“
,M炉′′

賀た
=ド
pFanfaあ■・ Volume 86,N― er 3,Febru可 13,2008

o HAART登場以降、1997年 1月 1日以降の肝移植症例  (HⅣの原因は間わず )
o retrospective study.

・ HIV(+)137名 、HiV(― )30520名 を対象

ミ

型
|イ IVi十 ) :~‐
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鯉 細 樹 鋼 出 ?碑 …     誨琳
…
■●CV● lα
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■●||り

H:V(十 )HCV(― )患者の予後は比較的良好.

H:V(十 )HCV(十 )患者予後はHiV(― )HCV{+)患 者に比較して若干低下

わが国の問iV感染51Jに対する生体肝移植

2005年 3月の時点で、HⅣ・HCV重複感染例に対する肝移植は、

東京大学6例、広島大学1例 .

2011年頭でも日本で約10「ll程度の報告のみ

東京大学で肝移植を受Iナた6例

(年齢割まプライバシーmoため省いた)

(小池班報告書より)

症攪 予後
術後期間
(ヶ月)

:FN+
リバビリン治療 ¨̈

HAART HⅣ‐RNA
COpleS/mD

1 榊 48 割作用こて中止 (― ) 530

2 殖 3 投与できず 421 16.CX10

3 生存中 26 完了 (― ) 時 100

4 生存中 12 紳 5.000 投与中 く50

5 殖 5 技与された 881 投与された 470

6 生存中 3 後与中 1.530 投騨 440
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当該患者のベースにあるもの

1.免 疫不全 (HiV感染 )
2.膝 ウイルスによる肝障害 (HCV感課⇒
3.先 天性凝固異常 (血友病 )
4.血 管炎、P¶脈圧克進症、(HiV関連サイトカイン、
HARRT治療 )
5.業 剤性肝障害 (HARRT治療 )
6.代 謝異常 (脂肪肝、NASH、 糖尿病 )

移植成績の向上のためには

多方面よりの研究が必要 !

HⅣ OHCV重複 感 染  ―HIVが HCVに与 え る影 響―

0■0年後の肝硬変率  HCV単独 2.6%
HIV/HCV重複      14.9%J Hepatd■ 99126■ 5.

。血友病患者を対象

肝硬変への進行違い ・   3rJ Haematd D9Q叫 746‐52.
Hepatology 1990,30:1054-8:

,A:DS 1993;6:602‐ 10.

非代慣性肝硬変まで中央値15年で、HⅣ単独より、21倍百sk高い
BrJ Haemato1 1994,87:555-61.

肝硬変での累積死亡4倍。   Lncet B9乙 350143.

肝疾患死亡率 7倍.     Jhたはas D9助 17,1254-8.

肝癌もより早期に発症。    AmJGa、Юenterd 200■ 9ai79-83.

HⅣの進71肝生検所見に関晉rじ
° H職
惜擢愧 Ъ罰ベ
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HⅣ・ HCV重複 感 染  ―HCVの HiVに与 え る影 響 ―

。AIDS関連疾患死亡率  HiV/HChlで はHIV単独に比較し1.7倍。bncet200Q35030● 5_
l型予後不良 Haemoph‖ ia 2002,8:534.

(SWヽS}  J hfect tts■99■ 17,■64‐8

予後変わらない (USA) JAMA 20o乙 28&199‐206.

Swiss:young′ R whte us.USA:aged′ African Ame“ can

。PEGイ ンターフェロンーRlb CD4陽性T500/薔 1以上、

SVR率 44-65%

HIV RNA 1041以 下

C‖n:nfect Dヽ 1996,23:585‐ 9■

AIDS 2002,16:8B‐ 28.

世界でのHⅣ感染者に対する肝移植の報告 (1)

報告年、移植施設
(黎告誌)          n    生存        備考
2013Pittsburtt  HⅣ   24   群 72.8%    患者死亡のリスクファク■ l■HCvt
(J:nf Dis2■ )        HIv+HCV  15       3年 56鮮          CD4く 200/μ L HAARTH始 不可 .

HⅣ 宙ra:お ad〉400 oo口eS/m:。

2003 Pittsburg    HⅣ +   16    14/16生 存      2例 が肝障害にてHAART中止。
Miami      HlVIHCV ll                13/16カ く移植前に HⅣ検出感度以下。
(Uver Transp13)                          CD4+く 200′μlて6カ 6),(100/μ l(2/1

急性拒絶 (6/16).Fnパル上昇 〈6/1

2004 Review     全世界  51    8096生存      6896がHCV重複感染.
(日ver Transp135)

Rポburg 29    20/29生存      26%が 血友病。

2004 King's     HVIHCV 7     2/7 生存      4名 はHCV再発、敗血症で死亡。
(her Trans口9    HⅣのみ  7     7′ 7 生存      HBVF発 なし。

2005 Mad百 d      HIV4HCV 4     3/4生 イ手        1例 17ヶ月でFCHにて死亡.
(uver T口 nspr■l                                    CD4■ (100/μ !(2/16).

急性拒撤 1/4)。 日和見感染なし。

2005 Essen     HV●HCV 5     2/5生存       笙 存例はHAA師あり.
(じver:nt4っ

HⅣ:human immunodefciencv virus,HCV:hepattts C vims,HBⅥ  hep配籠3B宙 rus`HAAR■ hい ly●面
"antiretro宙

ral

therapy.
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、施設名  
・

誌 )

Barcdon●
呻

M面

Ⅵ
…」 Cttn hめ

UNOS

Fran●●0円EMC s● d・78●tlp)

HV●HCV   ttew
ω 2001

「uV●      15
HV-      857

‐ HIVIW  311移 絶後)
「uvHcv "G枷

世界でのHIV感業者に対する肝移植の報告 (2)

●      生存率         備考

1年 50‐5"(0日な Lt・D  移植適応:CD4●p■●●μ .H:哺出感度以下 .
劇 暉 じ 露 .   

・

3年 7"“
3年 794%

SVR3 2“
SVR4鋼

感染性合併症 2田
"v3&■
←nmO.

適応:CD""∞ ′″L「WK200●●piJm静.

免疲抑

“

剤はHCVウイルス■を増やす。
001● 13保たれていれ師 果的.

H● patol● 71)

Bllb●o SP8in

Pr●●崎

Hrv―Hcv   35
HCVのみ   44

HⅣ+HCV  解

HⅣ‐HCV   12
HCVのみ   59

2年 73ヽ 5年 511

2年 91■ 5年 81ヽ

2年 9謳

3年 68
3年 8`け■00D

Fr● nce

HCVのみ  251ett SvR4 56■

137    5年 60%
W-        30520 5年 7096

旧 +では予後悪い

多壼量解析にて衛前MELDスコアが生存に最も寄与
HⅣ重複でF2以上への進展早い。
移櫨適応:CD4+〉 100/μ  L Hrv検出感度以下.

移植適応:H:V検出感度以下.ハ10Sなし

`FK、 HAARTとも術後2Wより再開。FKの過剰投与
5/14● 61)。

FCHて 1例死亡.1年てF22.F3:、 F4(FCH)2例 。

患者生存、HCV再発_FCHの頻度など変わらない。

ch● !●嶽昴c hepat"3・ SVR sustalned
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エイズ予防指針作業班「第二 医療の提供」検討会

HIV/AIDS患者の長期療養と在宅療養における課題につぃて

独)国立国際医療研究センター エイズ治療 。研究開発センター (Acc)

看護支援調整職 島田 恵

○前提

,「療養」とは、治療 (医療)と養生 (生活)を行いながら暮らすことであり、HIV/AIDS

患者の療養期間は長期化している。

。「在宅療養Jと は、自宅や施設など病院以外の生活の場で治療と生活を両立させなが

ら暮 らすことである。

○現状と課題

1.長期療養が課題となる点
1)外来受診の長期化 →在宅療養でいかに外来受診を継続するか
例 :・ 脳梗塞後のADL低下のため自宅で介護サービスを利用
・進行性多巣性白質脳症 (PML)治療後の内服確認、健康管理のため施設で介

護サービスと訪問看護を利用

・外来における療養支援の再考

受診中断の予防と継続の支援、副作用のモニタリングと対処 など
2)急性期病院における入院期間の長期化 →病院からいかに退院し在宅療養するか

2.入院期間長期化の理由
1)治療に長期間を要する
日和見感染症 (悪性腫瘍、播種性非定型抗酸菌症など)に よっては、治療期間が長

期化するj

2)急性期病院において医学的に退院可能となったが、他の理由で退院が難しい
(1)医療二一ズが高く慢性期病院への「転院」が望ましい場合

①転院を要する主な目的

・併存・合併疾患の治療が必要 例 :がん治療、依存症治療
・入院によるリハビリテーションが必要

例 :PML、 HIV脳症等の中枢神経疾患発症後の ADL低下に対し在宅療養まで

のリハビリテーション

②転院困難の主な理由

i)急性期病院側の理由 ・転院の見通しをたてるのが難しい
。転院先を開拓するのが難しい

li)慢性期病院側の理由 ・受け入れの経験や感染管理などの知識がない
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・受け入れ後の入院期間の長期化は困る

。医療区分の低さによる入院費用の採算性が低い

。抗 HIV療法のマルメによる医療費の問題

iⅡ )患者側の理由    ・転院に対する不安
―・キーパーソンの不在

(2)介護ニーズが高く病院ではない「自宅・施設への退院」が望ましい場合

①自宅・施設への退院を検討する理由     
′

口高齢化に伴う障害 例 :転倒骨折後の認知障害
脳梗塞後の ADL障害

。若年者のエイズ発症に伴う障害 例 :エイズ脳症による高次機能障害
PML後の ADL障害

②自宅・施設への退院困難の理由

i)急性期病院側の理由 。在宅への退院の見通しを立てるのが難しい
。施設を開拓するなど療養環境を整えるのが難しい

i:)在宅側の理由 ・受け入れの経験や感染管理などの知識がない
。一般的に高齢者、若年障害者に対する社会資源が不足

iii)患者側の理由 。入院継続の希望と在宅療養への不安感
・キニパーソンの不在

3.HIV/A:DS患 者の背景的要因

転院または在宅療養に関する支援をすすめていく際、患者本人だけでなく、両親、同

胞、配偶者や子供など患者の私的な関係者が支援者として鍵となる。しかし、支援者の

方が年上 (高齢)である場合が多く、また患者が家族等に対し病名を伝えることを望ま

ない場合には、適切な支援を得られにくい事例があるどこのような場合、その役割を医

療チームとして補う必要があるが、医療現場のマンパワー不足と医療者の支援経験
。ス

キル不足があり、支援を十分提供できていない可能性がある。

○提言

HIV/AIDS患 者が抗 HiV療法によって免疫コントロール良好となった後も、治療経過

や状態に適 した療養の場を選択できることが重要である。

・広く保健・医療・福祉職に対しHIV/AIDS患 者の長期療養に関する啓発
・教育を行う。

・長期療養支援を行う医療チームに対して支援に必要な技術の研修を行う。

・急性期病院の後方支援病院として、慢性期病院の採算性を踏まえた適切な技術評価

をする。
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研究分担者 廣常秀人

研究協力者 吉田哲彦
安尾利彦

藤本恵里

(大阪医療センター 精神科)

梅本愛子 (大阪医療センター 精神科 )
大谷ありさ 倉谷昂志 森田具子
宮本哲雄 仲倉高広 (臨床心理室 )

・HⅣ感染症患者の17.5%に抑うつ傾向、24.3%に高い不
安、13.0%に認知機能の低下が認められた(国立大阪
精神科 越智ら,2006)

・精神科診断名としては、うつ病(25%)、 適応障害
(12.5%)、 人格障害(10。 7%)、 HIVl図症(7.1%)が高頻度で
認められる(国立大阪精神科 廣常ら,2007)

・国内6施設での新規患者462名の中で精神科を受診
した患者は44名 (9.5%)であった(廣常ら,2008)

・海外の文献では、精神障害と抗HIV療法の服薬アドヒ
アランスとの関連性が多く指摘されている
(Whetten,et al,2008;Pence,et al,2007な ど)



感染症内科を初診のHIV感染症患者に心理検査を診療の一環で実施(2008年 6月より)

GHQ30(精神健康調査票)
6因子 (各5項目)30項 目中、7項目以上で陽性 (中川・大坊ら,1996)
(A)一般的疾患傾向 :疲れ、主観的な病気の感覚など

(B)身体的症状 :頭痛、頭重感、発汗など

(C)睡眠障害 :早朝覚醒、入眠困難など

(D)社会的活動障害 :仕事、日常生活がうまくいっているかなど

(E)不安と気分変調 :怖さ、重荷、自信のなさ

(F)希死念慮うつ傾向 :望みの喪失、消えたい、

死んだ方がまし、など

SAMISS(Substance Abuse and Mental‖ hess Symptoms Screener:日 本語版 )

アルコール摂取・薬物使用状況

・アルコール摂取 :13点中5点以上で陽性

・薬物使用 :8点中3点以上で陽性

・アルコール摂取・薬物使用の依存・統制 :8点中1点以上で陽性

精神症状

・過去 1年間の精神症状 (興奮、抗うつ薬服用、抑うつ気分、興味減退、

不安、不安発作、心拍の異常、心的外傷体験、フラッシュバックの継続、

心理的動揺による日常生活の障害)の有無 :1つでも有であれば陽性

GHQ30およびSAMISS初診時の傾 向

40%

総合判定

GHQ30(精神健康評価票

SAMISS(酒・ドラック等 )

SALIISS(精神障害 )

SAMISS(依存 '統常1)

舗MISS(興奮)

SAMISS(抑うつ気分 )

SAMISS(不安 )

(o8年6月 ～09年 8月、n=146)

6o%   8o%  loo%

無回答
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初診の 1年後調査

調査期間:2010年 1月 ～6月

対象 :初診より1年を経過し上記の期間中に受診し同意を得られた50
名。(平均年齢 :39.0歳 )

追加の調査項目:1年間の生活での経験
田治療状況、服薬状況
・精神科受診、カウンセリング利用状況
・医療スタッフとの関係性に関する主観的評価
日配偶者、パートナー、友人、家族への告知や

相談の状況と、関係性の変化の有無に関する主観的評価
口他のHIV感染症患者との接触の有無
・性に関する体験 (性欲、性行動、主観的満足度 )・ …など

GHQ30

GHQ30の平均値は、初診時は10.9点で32名 (64%)が陽性と判定されたが、
1年後の平均点は3.08点となり、陽性と判定された人は21名 (42%)に減少した。

初診時 1年後

全得点 10.9EL 7.43 8.08=ヒ 6.95*

一般的疾患傾向 2.42二Ll.68 1.80EL l.56*

身体的症状 1.76=Ll.35 1.40=生 1.46

睡眠障害 2.44EL l.83 1.90± 1.91

社会的活動障害 1.24± 1.45 0.64± 1.08*

不安と気分変調 1.76=Ll.83 1.66二Ll.72

希死念慮とうつ傾向 1.24± 1.84 0.84=ヒ 1.42
初診時  1年後

“
↓

*:p<o.o5

1年後に、全得点、一般的疾患傾向、社会的活動障害で有意に改善



SAMISS

②飲酒・物質使用
陽性者の割合

100%

連 (n=50)
① 飲酒・物質使用・物質に対する依存・統制 各項目の得点および陽性判定数

初診時 1年後

飲酒 4.55± 3.34(23名 ) 4.43± 3.27(23名 )

物質使用 0.41± 0,71(0名 ) 0.37± 1.25(1名 )

依存日統制 0.59± 0.49(15名 ) 0.88± 1.41(21名 )

80%

60%

40%

20%

0%

☆有意な差は見られなかつた。

③ 飲酒・物質使用状況陽性・陰性のクロス集計

1年後

陽性 陰性

初
診
時

陽
性 20(400/o) 7(l Z10/o)

陰
性 11(22%) 12(24%)

☆初診時は陰性
であつたが、1年後
に陽性となる人が
11名 (22%)認めら
れた。

初診時 1年後

☆1年後は陽性例が微増。

精神症状 (n=50)

① 精神症状
陽性者の割合
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6011

40%
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② 精神症状 全体および各因子における陽性割合の比較
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☆興奮は1年後に陽性判定割合が有意に減少しているが、意欲
低下や不安発作は1年後に陽性判定割合が有意に増えていた。

初診時 1年後
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■ いずれも有意差は認められなかったが、カウンセリングの
「利用あり」群の方が1年後の陽性判定割合は少なかった。
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課題提起
・HIV感染症患者の1割が精神科を受診していた。
・初診時のメンタルヘルススクリーニングでは大半が陽性判

定であり、精神的・心理的介入のニーズは高いと考えられ

た。
コカウンセリングによるメンタルヘルスの改善傾向が観察さ

れた。
・特に、精神疾患を有する例では服薬の自己中断が多く認
められた。服薬アドヒアランスや定期的な受診行動の維持

などの保健行動の観点からも、心理的介入および精神医

学的介入が必要と考えられた。

日 一

・診断早期よリメンタルヘルススクリーニングを合
む精神医学的介入を効果的に行うことが、必要で

ある。また、医療従事者に対する、HⅣ感染患者
に対する精神医学的介入に関する講習を実施し、

精神疾患の早期発見し、HIV感染症全体の治療効
果を高めることも重要。今後、このような精神疾

患等の克服に関する研究は重要であり、推進され

なければならない。予防指針の見直しも、患者の

目線を常に意識した、現場に即したものであって
ほしい。

“
，



厚生労働科学研究費補助金

エイズ対策研究事業

・
同 IV感染予防対策の効果に関する研究

行政と NGOの連携を促進するための検討報告書

主任研究者 池上千寿子

平成 18(2006)年 3月

И
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はじめに

本報告書 は、後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針見直し検討会による報

告書 (2005)の うち以下、Ⅲ― (2)を うけて設置された検討会による 6回の討議を

まとめたものである。

Ⅲ 施策の評価等

(2)NPO,NGO等 との連携及び財団法人エイズ予防財団の機能の見直し

個男」施策層を対象とする施策を実施する際には、感染者・患者団体を含むN

PO, NGO等 の民間団体と連携することが有効である。エイズ対策を今後も

長期にわたつて展開していく必要性にかんがみれば、こうした団体等における

人材7確保が重要であり、財団法人エイズ予防財団は、人材育成、活動支援等に

おいて、こうした団体等を支援する核となって機能すべきである。また、どの

都道府県地域で、どのような団体等がどのような活 IIJJを行っているのかという

情報を、地方公共団体に提供できる体制を確保することが望まれるとともに、

支援するに相応しい団体等を評価するための手法の砧i立が必要である (後天性

免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針見直 し

検討会による報告書、 2005年 )

本検討会は、以下を主な目的 とした。

「エイズ予防財団がNGOの 活動を支援 し、行政との連うちを促進す るためにNGOの プロ

グラム評価をす るための手法及び指標を検討 し、その考え方を整理すること」

検討会のオli成委員

エイズ予防財団事務局長、専務理事 他担当者

厚生労 fJJ」省健康局疾病対策課担当者

市川誠一 (名 古屋市立大学 )

長谷川博史 (」aNP+)

生島嗣、池上千寿子 (特定非営利活動法人ぷれいす東京 )

講師 として山岡義典氏 (日 本NPOセ ンター副代表理事)を招聘 した。

検討会は 2005年 7月 から12月 まで以下の日程で毎月 1回開催 した。

2005年 7月 13日 、8月 12日 、9月 30日 、10月 21日 、11月 14日 、12月 19日
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総論

1 予防指金十見直しによる今後 5年間の課題

エイズ予防指針見直し検討会は、施行以来 5年を経過したエイズ予防指針をうけて 5年

間の施策を見直し、問題点や課題を整理し、今後 5年間の指針を構築することを目的とし

て開催された。その報告書 (2005)「Ⅲ― (2)NPO,NGO等 との連携及び財団法人エ

イズ予防財団の機能の見直しJが今回の検討会の課題となるテーマである。

この課題で示された理念のイメージを構造的に図示すると以下のように示される。いい

かえると、以下のような連携や機能が具体的かつ有効に果たされることが今後 5年間の目

標であるといえる。

図 1 エイズ予防財団の機能に関するイメージ

人材育成

活動支援

NGOの

情報提供

「
…馬瀧 島

~‐

|

有効な連携

まず、図 1で示すNGOと はなにか整理しておきたい。直訳すれば「チF政府組織」であ

り、特定非営利活動法人という法人格を有する組織と任意の団体として法人格を有しない

組織とが含まれる。広義には財団法人エイズ予防財団もNGOであるが、ここではエイズ

に関する予防やケア等の具体的な活動を地域に密着して継続的に運営している組織に限定

する。



ただし地域密着といっても市町村等に限られている場合もあれば、対象者のニーズにあ

わせて行政の管轄枠を超えてより広域にサービスを提供している場合も含まれる。具体的

活動といつても週に 1回ボランティアで電話相談を実施しているだけという活動もあれば、

専従職員がいて予防とケアに関する複数のプログラムをフルタイムで運営している組織も

ある。サービス対象者をゲイ、外国人等特定の集団に限る組織もあれば対象者の属性を問

わない組織もある。一口にNGOと いっても実際にはじつに多様である。

2 5年 間の課題に対する現状

では、上記課題に対して現状はどのようになっているのだろうか。現状をわかりやすく

認識するために以下に図示してみる。

図 2 NGO支 援と連携の現状

L二fz]量呈」
ボ

　
　
エ

ン
　
ズ

ラ

　

″イ

丁 イ 導者研修会

ップ基金

ASO情報ネットヮーク

嘔安
一
　

　

　

コ

一　
　

　
　

¨委託事業

電話相談、検査、イベント

エイズ予防財団によるNGOの 人材育成プログラムとして「ボランティア指導者研修会」
が毎年実施されている。NGO活 動支援としては「ストップェイズ基金」がある。
NGOに 関する情報提供としては、ェィズNGOの傘組織といえるエイズ&ソサエティ
ー研究会議 (NGO)が発行した「ASO情 報ネットワーク」等がある。
また、NGOは 地方自治体の委託事業として電話相談事業や検査事業を実施したりして
いる。これらは継続的な委託事業であるが、単発的な事業としてはエイズデー関連で自治



体が企画 したイベントにNGOが 参加 したり、保健所による啓発事業でNGOス タッフが
地域の学校や研修会等に派遣されることもあり、参加の仕方は多様である。

3 現状の分析と改善点及び課題の整理

さて、上記のような現状からいかにして目標を達成したらよいのだろうか。まずはエイ

ズ予防財団による既存のプログラムが実際どのような役割を果たし効果をあげているのか

を分析する (プログラム評価)必要がある。つぎに、プログラム評価を中心にNGO活 動
の評価 とはいかなることかについて整理し、さらにNGOと 自治体とが有効に連携すると
いうことは どういうことなのかを検討 し、そのために財団が果たすべき調整及び評価機能

について具体的に考察する必要がある。これらの項については各論でくわしくふれる。

4 目標を達成するために NGO連 携委員会の設置

現状を把握 し課題を整理したうえで、予防指針の見直しで指摘された目標を達成するた

めの具体的な方策を提言する。結論からいえば、NGO連 携委員会をエイズ予防財団に設
置することを提言する。この委員会は目標を達成するための活動母体である。

6回の検討会で議論されたことから言えるのは、改善のための実行母体がなければ指針

の見直しによる課題の達成は有名無実に終わりかねない、ということである。予防指針の

見直し検討会でも、「指金十自体はよくできているが実行されていない、指針にもられた施策

のモニタリングがされていない」と多くの委員から何度も指摘された。今後はこのような

指摘をうけないようにすることこそ、今次見直しによる成果をあげることに他ならない。

И
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各論

l NGOの 役割とNGO活動支援の必要性と重要性について

エイズ予防財団によるNGO活 動支援、人材育成の現状分析をする前に、エイズ対策に
おけるNGOの 役割及びNGOの活動支援がなぜ必要で重要なのかを整理しておきたい。

1)エイズ対策におけるNGOの役割について

1988年 、WHOは エイズNGOの 国際的ネットワーク ICASO(International
Counci1 0f AIDS Service Organizations)及 び感染者の国際的ネットワークGNP+
(Global Network for PeOple Living with HIV/AIDS)の 設立を経済的に支援した。ICASO

及びGNP+は 各地域 (アジア太平洋、アフリカ、ラテンアメリカ、北アメリカ、ヨーロ
ッパ、カリブ地域)に支部ネットワークを持ち、それぞれの地域ネットワークは各国のN
GO,感 染者団体の傘組織として機能するだけでなく国際エイズ会議、地域エイズ会議の
共催団体としてエイズ対策の最前線で活動している。このことはNGO,感 染者活動がエ
イズ対策において必要かつ重要なパー トナーであるという国際的認識を示す。エイズは、

単なる一疾患として医学的に対応するだけでは解決できない社会的、経済的、倫理的、文

化的課題を提起するものであり、社会をうつす鏡であるともいえる。

社会を活性化し、市民にとってよりよい社会を形成していくためには、行政による公助、

地域市民による互助、個人の自助のいわゆる三助がそれぞれに有機的に機能し合うことが

不可欠であるが、エイズにあてはめれば、公助とは国家的政策の構築、医療、福祉などの

整備であり、互助とはNGO活動、自助とは感染者・患者活動であるといえよう。
予防においては、個別施策層それぞれの真のニーズを把握するためには当事者コミュニ

ティーと研究者や行政の協働が不可欠であり、ケアにおいてもサービスの消費者たる感染

者 。患者を無視しては有効な対策を講じることは困難であろう。

2)NGO活 動支援の必要性と重要性について

日本ではNGOす なわちボランティアという固定観念が強いために、NGOが 安定した
経済基盤を確保することはきわめて困難である。しかし安定した経済基盤なくしては事務

所の確保も専従スタッフの維持も難しい。そこで、NGOは 事業助成や寄付を可能な団体
や個人に申請するが、事業助成はプログラム事業に係る経費は認めてもNGO運 営に係る
経費は認めない。したがって、NGO活 動は狭い事務所に無償労 l」Aがつきものになってし
まっている。NGOの 脆弱な経済基盤という問題については厚生労働科研による調査によ
つてもすでに指摘されている (我妻 2002)

とりわけエイズNGOに ついては社会的偏見が経済的困難さを強化してしまう。企業に



よる助成金提供プログラムを含む社会貢献活動においては、「環境」「人権」「女性」「子ど

もJな どのテーマは歓迎されるが、「エイズ」は「企業イメージが悪くなる」と敬遠されて

しまう。寄付においても同様である。日本社会は残念ながら、エイズを「だれにでも関係

する基本的かつ社会的な課題」として提えていないのが現状である。

このような社会的意識の喚起は国家的対策としてきわめて重要であるが、コミュニティ

ーや地域での意識喚起はNGOの 重要な活動のひとつであり、このことからも行政による
NGO活 動支援は必要かつ重要である。



各論

2.エイズ予防財団によるNGO支 援について―現状と課題

エイズ予防財団がNGO支 援を目的として継続して実施してきた事業(プログラム)には、
「日本エイズス トップ基金」及び 「ボランティア指導者研修会」がある。各論 1で述べた

視点から現状のプログラムが十分に成果を挙げているのか否かを検討する。

1)日 本エイズス トップ基金について

これは民間から集められた寄付金を直接NGOに 配分するものであり、直接的な経済的
支援であるといえる。 しかし、検討会では、以下のような問題点が指摘された。
① 寄付収入が減少傾向を示し続けている。

② 寄付収入の減少にも関わらず配分対象のNGOが 多いために個別の配分金額が減
少 している。

③ 基金配分の基準や配分をうけるNGOの選定基準が不明瞭である。
④ 酉己分された助成金がどのように活用されたかに関するモニタリングや評価がない。

寄付収入の減少は社会的意識の希薄さもさることながら、寄付者に対して配分先のNG
Oの名称 しか広報されないために寄付の成果がわかりづらい。NGOに とっては申請書を
提出しても選定 。配分基準が不明瞭で小額づつばら蒔かれる、という印象をぬぐえない。

したがって、寄付者 (支援者)に とっても成果 (コ ストパフォーマンス)がわかりにくく、

受益者であるはずのNGOに とってもメリット感が希薄であるというのが実情である。こ
のままでは寄付金はさらに減少し、助成はさらに小額になりかねない。

ここで必要なのは、日本エイズストップ基金プログラムについてのプログラム評価であ

る(評価については次項を参照のこと)。

日本エイズス トップ基金は、そもそもNGO活動へのファンドレイジングという役割を
もつが、さらには社会的意識を喚起するという波及効果も期待されており、受益者 (NG
O)、 支援者(寄付者)、 市民という3つの立場の評価が必要であろう。評価の目的は、基金

の委員会の構成もふくめたプログラム全体に関する改善点の提示である。

2)ボランティア指導者研修会

これはNGOの 人材育成を目的とした支援事業であるが、研修会の企画・運営をNGO
に委託することにより、受託したNGOに とっては事業運営のスキルスビルディングにも
なると考えられる。

この委託方式はNGOと の連携事業のモデルのひとつになりうる。なぜならば、この方



①

②

③

式は事業の立案及び実施において当事者参加 レベルがきわめて高いことを示 している (事

業の連携 レベルについては後にふれる)か らである。具体的には以下の 3点にまとめられ

る。

NGOで 活動するためにどのような人材が求められ、そのためにはどのような研修が必
要であるかは受益者たるNGO自 身がより正確に把握していると考えられる。
当事者であるNGOが人材育成の立案から参加しIII営、評価まで実施し、財団は育成の

場と資金を提供している。

プログラム及び参加者による評価結果も情報として開示されており、次にこのプログラ

ムを受託するNGOは 過去のプログラム情報を次なる研修企画への貴重な資料として
活用することができる。

このような方式で継続 されている委託事業を指導者養成研修だけでなく新人研修等にも

発展させることが求められる。

3)エイズ対策研究事業に関連 した支援 :リ サーチレジデントについて

個別施策層への啓発におけるNGO、 コミュニティー支援

厚生労llb省によるエイズ対策研究事業では法人格を有するNPOが 主任あるいは分担研

究者 として採用 されてきた。この結果、主任あるいは分担研究者であるNGOが 、研究事

業の一環 としてエイズ予防財団によるリサーチレジデン ト制度を利用 して人材 (若手研究

者)を確保 した り、研究成果物を広く市民やコミュニティーに配布するための経費等の支援

をうけることができた。

しか しながら、これ らの支援はあくまで t)研究の一環 として実施 されるもので研究期間

が終了すれば継続不可能になる。また、あくまでも研究という枠組みにしばられるという

制約がある。このためNGOや コミュニティーのニーズにあわせて継続する支援にはなり

にくい。

とはいえ、ブロック拠点病院には、エイズ予防財団のリサーチレジデントとして「情報

官」を継続的に配置しているという実績がすでにある。そのような人材をコミュニティー

あるいはNGOに おいても確保 しネットワークを作ることは、コミュニティーの自助能力
を高め、NGOの 人材を育成するという点で有効であろう。
個別施策層への対策について、たとえば「対象となるMSMが 地域にいかに存在するの
かわからない」、「対象へのアクセスが困難で、アクセスできたとしてもアプローチの手法

がわからない」、「したがって対策を講じられない」と説明する自治体が少なくない。しか

しMSMは 日本のほとんどの地域にいるし、コミュニティーとはいわないまでも、情報伝

０
０



達窓口になりうるキーパーソンは存在するのである。広域のMSMコ ミュニティーあるい
はNGOと つながることによってキーパーソンとつながることができる。その意味からも
NGOや コミュニティーでの 「情報官」的な人材ネットワークをエイズ予防財団が育成し
支援することは、地域行政とコミュニティーとの重要な調整機能をはたすことにつながる

だろう。



各論

3 NGO活 動およびプログラム評価について 考え方の整理

1)「評価」 とはなにか

歴史的には 1960年 代アメリカで、貧困撲滅のために莫大な予算を投じて福祉政策を

実施したが問題は解決されず、政策に優先順位をつけるために「評価」が導入されたこと

から始まるとされる。その後、事業成果の説明責任、事業の改善を目的としても評価が実

施されるよ うになつた。日本では、行政評価、政策評価という言葉が広く使用されている

が、evaluation(評価)と は価値判断そのものをさすのではなく「客観的な数値のものさし

で沢1定 し、客観的な結論を提示するものである。政策の良し悪しの議論ではなく、良し悪

しの判断の材料を提供するJ(山谷 1997)ものとされる。しかし、数値だけで測定できるも

のには限界がある。とくに社会事業においては地域社会のなんらかの変容をめざすもので

あり、コミュニティーのイニシアティブという側面を重視し、可能な限り客観的なデータ

に翻訳するという作業が必要になる。

では、評価で得た材料を判断するのはだれか。「日本では評価者に最終判断まで委ねる依

頼主が多いが、これはコンサルタント会社に自社の方針を決めてもらうのと同じことであ

る」(田 中 2005)。 評価の最終判断はサービス提供者自身である。

つまり、評価とはまず、対象となる事業やプログラムの良否、改善点を判断するための

客観的データの収集と分析 (評価者が行 う)であり、データに基づく判断行為 (事業主が

行う)で ある。なぜなら「評価依頼主や事業実施者が評価結果を有効に利用しなければ評

価の意味は無い (Patton1997)Jか らだといえる。

2)組織言平価 とプロ
`グ

ラム言平価

そこで、NGOを 客観的に沢1定するものさしのひとつが組織評価である。

① 組織評価

組織評価 とはたとえば、設立年(継続年数の把握)、 法人格の有無 (格付け)、 有給職員の

有無、活動スタッフの数、賛助会員(法人)の数、運営資金 (寄付金、助成金内訳等を含

む)、 活動報告書や会報の有無、連絡先 (ホームページアドレス、メールア ドレス、電

話、ファックス番号等 )、 活動内容 (事業項目、事業毎の活動時間、サービス利用者数

等)な ど組織のパフォーマンスを可能な限り数値データで示すものである。

日本ではこれらのNGOデ ータを収集した「ASO情 報ネットワーク」(2001)「 エイズ啓

発活動におけるNGO活 用マニュアルJ(2003)が あるが、いずれもNGOへ のアンケー ト

調査による自記式回答をまとめたものである。 したがつて内部評価をしているだけであり



表

外部評価という視点ははいってこない。そもそも調査対象にもれているNGOが あるかも
しれず、なんらかの理由で回答しなかったNGOも あろう。
さらには, これらの数値は年度ごとに更新されないと意味がない。過去のパフォーマン

スが現在にひきつがれるとは限らず、活動が糸区続されるとは限らないからである。

また、組織評価はNGOの 規模を多方面から沢1定 したものであるが、たとえばA団体の
寄付収入がB団体の 2倍であったとしても、それはA団体の社会的評価がB団体の 2倍で

あるとは限らない。組織評価は、それぞれの事業(プログラム)の具体的内容と成果について

はデータを提供 してはいない。それについてはプログラム評価が必要になる。

② プログラム評価

一方で、プログラム評価は、プログラムの成果を評価するためのものである。プログラ

ムは各プロジェク トによって構成されるシステムである。これは、だれが (評価の立場)、

いつ (評価の段階)、 何のために(評価の目的)するかにより整理できる。

評価の立場 自己 (内部評価 )(た とえばNGOが 自身の活動成果を言平価 )
受益者 (サービス消費者がいかに満足しているか)

支援者 (ドナーからみた成果 :コ ス トパフォーマンス)

社会 (社会的な波及効果など)

評価の段階 事前評価 (予想 される成果、アセスメン ト)

途中評価 (予想 した成果があがりつつあるのか、フィー ドバ ッ

事後評価 (終了後の成果 直後の成果と中長期的成果)

ク)

評価の目的 プログラムを実施するか否かを判断するため

軌道修正 して実施するため (改善策の提示 )

社会的な広報や認知を得るため (成果の確認 )

たとえば、自治体が実施する検査事業を考えてみよう。事前評価で受検者数の増加を予

双1し事後評価において受検者数の増加が確認されると、自己評価としては目的を達成 した

ことになるだろう。 しかし、このような評価だけでは受検者の立場が考慮されていないこ
とになる。検査事業の目的は、受検者の増加だけでなく、まずは陽性者をすみやかに医療

機関につなげることであろうし、検査行動を予防行動につなげることであったり、検査を

通 して社会的な意識喚起も促したいということでもあるだろう。となれば受益者の立場か

らの評価こそ重要であり、社会の立場からの評価 (検査事業はエイズに対する誤解や偏見

を解消するのに成果があるだろうか等)も無視はできないだろう。

受検者はふえたけれども陽性者に対するカウンセリングやケアという体制が不備であっ

たために、陽性者が検査 。医療不信を抱き医療機関につながりにくかったという事例はす



でに指摘されている。陰性の結果を告知するだけでは予防行動につながらないだけでなく

「自分は今後も大丈夫」という誤解を与えかねないこともすでに指摘されている。つまり

検査を受ける人は増えても、検査の結果被害を受ける人もありうるのである。数値目的だ

けが重視されると、受益者の立場 (じつは受損者もいるかもしれない)、 社会の立場 (偏見

を助長するかもしれない)は無視される。その時点に限定したコストパフォーマンスのみ

が問題になると、安くあげるためにNGO等 に委託 (下請け)したりする。その結果、フ

ォロー体制がないということになり、中長期的には受検者が減ってしまいかねない。陰性

であった受検者が後に予防できずに感染することも防げないだろう。

3)評価のコス ト

以上のように、組織評価もプログラム評価も本格的に行 うにはコス トがかることがわか

る。とくにプログラム評価においてはプログラム・オフィサー(21ページ参照)な どの専門

的スキルをもつた人材が必要になるだろう。どの程度のコストをかけ、そのコストをだれ

が負担するのかによつて評価の方法は変わってくる。もしコス トをかけないのならば、日

に見える数値 という成果だけしか入手できない。その結果、プログラム自体の総合的な成

果をつかむことはできないため、プログラムの改善もできなくなる。



各論

4 自治体とNGOの 連携について―現状と課題

1)NGOと 自治体の連携事業一現状の問題点

既に述べたように地方 自治体 とNGOが 連携 して実施 しているプログラムには継続的委
託事業と単発的なプログラムに対するNGOの 参加協力とがある。この現状における問題
点は次の 2つに要約されるだろう。

①NGOが 安価な労働力として使われる
自治体が本来やるべきプログラムであるにもかかわらず予算や人材不足からNGOに 下
請けすることで安くあげようとすること。たとえば週日の勤務時間には自治体職員が行つ

ている電話相談を夜間や休日に行うと人件費や庁舎の経費がかかりすぎるという理由です

でに電話相談を実施しているNGOに 下請けするような場合である。このような場合、電
話相談員の トレーニングから電話相談スペースの維持等、電話相談事業に係る運営費はす
べてNGOの 負担となり、そのための経費は助成されない。したがって相談員のトレーニ
ングやら相談事業の質の維持について保障することは難しい。自治体とNGOは 電話相談
に関する必要情報を共有し、相談に対する回答が自治体職員とNGOス タッフによってち
がってしまうというような事態を避けるために緊密な情報交換や連絡会をもつ必要がある

が下請け関係ではこのような活動経費も無く協助関係を構築するのは難しい。このことは

電話相談のみならず検査事業をふくむ下請け的委託契約事業一般にいえることである。

② 調整機能がない

自治体とNGOの 連携を成功させるためには関係者間の調整機能が重要である。一般的
に自治体の担当者は数年で入れ替わるのが常である。その結果、たとえNGOと の連携が
うまくいっても次の担当者にひきつがれるとは限らないないだけでなく、NGOが NGO
の役割や連携の重要性という基礎的なことから次の担当者に説明し納得してもらわなけれ

ば事が進まないという事態に陥りがちである。関係者が増えるにつれて調整機能はより重

要になる。調整機能がないということは関係者間での責任の主体が曖味になる、というこ

とでもある。

以上の 2点の問題点からいえることは、現在のところプログラムをモニター し、受益者

による評価をフィー ドバックし、よりよいプログラムに向けて改善してゆくというプロセ

スがなく、その責任の主体が不明である、ということである。その結果、プログラムを継

続するか否かということについてもコス トパフォーマンスだけで判断されがちとなる。こ

うなると、「だれのために、なにをしているのか」というプログラムについての根本的な問

いが問われないままとなる。



2)有効な連携とはなにか

では、なんのために連携するのか。 自治体とNGOが 連携することによつて、エイズ

対策事業が、受益者にとつてより満足できるものになり、そのために受益者が増えて事業

の成果がさらにあがり、受益者との信頼関係ができて彼らからたしかなフィー ドバックを

得ることができ、その結果をふまえて事業をさらに改善しながら継続できること、そして

このプロセスが経済的にも人材育成の意味でもNGO支 援にもなる、このようであれば連

携は有効であるといえる。受益者がふえ、NGO支 援になり、社会的な波及効果もあり、

自治体にとつては対策の成果をあげるという目的を果たせたことになる。

しかし、現実にはいくつかの課題がある。まず、連携にはいくつかのレベルがある。こ

こでは連携 レベルについて、事業の立案における当事者の参加レベルと事業の実施におけ

る民間資源ネ ットワークレベルで整理しておく。

3)連携のレベル

① 当事者の立案参加レベル

行政とNGOの 連携の重要性は国際的に広く認識されており、とくに事業の対象である

当事者がいかに事業に参加 したか (参加度レベル)が問われる。国家的エイズ対策でいえ

ばGIPA(Greater lnvolvement of PIIA 対策の立案、計画、実施、評価に感染者・患

者が積極的に参加すること)が、1996年のパリエイズサミット宣言以来、国家的対策を構

築するうえでのひとつの指標になつている。

連携の事例 として、たとえば地域の若者への普及啓発事業を取り_Lげる。以下、表 2は、

受益者である若者がどの程度、事業立案にかかわるのかの程度を指標化したものである (厚

生労働省エイズ対策研究事業 池上IJl研究報告 2005)6

② 実施における民間資源とのネットワークレベル
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表 2 事業参加度段階

若者の立案参加度

1段階 行政の担当者だけで事業案を決める

2段階 行政の担当者が、事業内容について医師などの「専門家Jの意見を聞

き、立案に反映させる。

3段階 行政の担当者が地域で若者と活動している養護教諭やNGOと 話し合
い、立案に反映させる。

4gを F皆 行政の担当者が直接地域の若者たちの意見を聞き、立案に反映させる。

5段階 行政の担当者が若者たちに「自分たちで話し合い事業を考えるJ場所

を提供し、若者自身が立案する



表 3は、ネットワークの程度をレベルごとに整理したものである。事業の実施において、

地域の社会資源がどれくらい関与したかは社会的波及効果が期待され社会的立場からの評

価につながりうる。

表 3

4)連携の課題 ;継続性と実現可能性―事例研究をとおしての整理

次に、事業の立案・実施において高い連携レベルを示した保健所による若者への啓発事

業に関する具体的な事例を紹介する。

図 3 S保 健所の事例

高校生によるエイズに関するラジオ番組の制作

立案段階

実施段階

ネットワーク度

1段階 行政の担当者だけで実施する。

2段階 行政が医師などの専門家、学校関係者、NGO,女 性センター、若者グ
ループ、企業など地域の資源のどれか 一つとともに実施する

3段階 行政が複数の地域資源 (個人や組織)と ともに実施する

養護教諭→生徒

地グの資源ネ ットワーク

当業者参加

会場の責任者メディアの専門家

ｒ
ｖ



事業の立案段階での試み :

● 保健所の担当者が地域の養護教諭をとおして複数の高校に呼びかけた。
● 自発的に立案に参加する高校生を集めた。
● 保健所で高校生に立案する場を何回も提供した。
● 地域のNGOに 連絡をとり若者たちが感染者の生の声に接する機会を提供した。
● 若者たちはエイズデー事業としてエイズに関するラジオ番組の制作を立案した。

事業の実施段階での試み :

0 若者の立案に基づき、担当者は地元のラジオ局及び地元のデパー トと話し合つた。
0 メディア専門家の協力と放送会場の提供をとりつけた。

S市の事業は大いに盛り上がったが残念ながら継続されていない。担当者は自己達成感

は大いに得たものの関係者間の調整に疲れきつてしまった。次の担当者には前任者のよう

な情熱は無 く継続する意志はない。立l案に参加 した若者たちの満足度は高かったが、地域

の若者への効果についての事後評価はない。今回は地域の資源の無料の提供があったが、

一般的にはネットワークが広がるほど調整の時間と実施コス トが増加する。当事者による

立案参加 レベルについても、一般的には 1段階から5段階にいくほど時間とコス トが増え

てゆく。

○ どのレベルの連携を考えるか :継続性 と実現可能性         ・

当事者による事業立案参加度、実施におけるネットワーク度は高い方が望ましいとはい

えるが、現実問題としては高ければよいとはいえない。エイズ対策事業においては予防に

しろケアに しろ地道だが良質なプログラムの「継続性」が問われる。単発のプログラム評

価はたとえば「イベント参加者○○名 |」 という数値にとどまらざるをえないし、担当者

は自己満足を得やすいが、それ以外の成果は疑間である。

継続性を確保するためには、どのレベルでの連携なら維持できるか調整できるかを考慮

すべきだろ う。あるいは高度な連携で立案実施した事業の評価をきちんと行い、継続でき

る予算と人材を確保すべきである。さもなければエイズ対策事業は「やる気のある担当者

がいたときだけできる連携できる」ということにしかならない。

5)連携によるデメリットを生じさせないために

以下に行政 とNGOの 連携の試みによるデメリットの可能性を整理しておきたい。
① あやまつた連携相手による失敗

事業の対象となるコミュニティーをもつとも適切に代表するNGOは どれなのかの判
断は難 しい。組織評価だけでは判断できない。NGOに よる対象者に対する事業のサー



②

ビスについての受益者評価がいかに実施されているかは大事なポイントである。これは

自己評価では捉えきれない。なぜなら対象者には受損者もありうるわけで、その声はプ

ログラム改善のための評価に役立つ。専門家による評価が必要になる。

連携ではなく下請け関係

すでに述べたが、予算や人材上の制限から安いNGOに 事業を任せるということを「連
携」とはいわない:事業の種類や内容によって事業主体は自ずと定められよう。たとえ

ば、HIV抗 体検査と告知はまずもつて保健所あるいは医療機関の役割であろう。それ
に付随する相談体制を無料でNGOに おしつけるのはNGO支 援ではなくNGO酷 使
でしかないが、相談体制の重要さを認識するならば検査事業の一環として相談事業を位

置づけ予算化し連携事業にすべきであろう。NGOを 行政の下請け化することは、公助
と互助の健全な関係とは言えず、NGO支援ではなく、支援の必要の無い下請け可能な
NGOの み存続させるという本末転倒になりかねない。
調整で失敗、不信感が残る

連携における関係者間の調整機能の必要性と重要1生については説明を要しないと考え

るが、これをだれが責任をもつて果たすのかを明確にせず曖味に始まる連携事業が少な

くない。日本社会の特徴かもしれないが、責任の所在が曖味である。このため事業の立

案や実施において関係者間で「そんなはずではない」がおこりやすい。その結果、関係

者間で不信やしこりが残ったりする。これはまさにマイナス効果である。調整機能の必

要性と重要性を十分に認識し、評価すべきである。

③
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5.NGOの 活動に関するリソース・ガイ ドについて

日本各地でエイズのNGOが 活動しているが、その規模や活動内容はじつに多様である。
地域や近隣で活動するNGOあ るいは広域にサービスを提供しているNGOも ある。普及
啓発のための電話相談だけをしているNGOも あれば、予防だけでなくケアのプログラム

をもつものもある。有給の専従職員がいないので週に数回しか活動しないNGOも あれば、

専従職員を中心にフルタイムで活動しているNGOも ある。サービスをうける主な対象者
がMSM,外 国人、SW,若者、感染者等に限定されるNGOも あれば、さまざまな対象
にむけてプログラムを展開しているNGOも ある。他の社会資源との連携を進めているN
GOも あればそうでないNGOも ある。
組織形態 も規模も活動内容も多様であるのがNGOだ といえる。このように多様なNG
Oのそれぞれの実態を適格に把握することは難しい。

ここで、 リソースとしてのNGO紹 介の手法をいくつか提案しておく。

1)エイズNGOの ネットワークを利用する :「 ASO情報ネットワークJの更新
エイズ&ソサエティー研究会議は自身がNGOで あるが、国内のNGO,研 究者、医療
従事者、行政、メディア、企業等なんらかの形でエイズに関わつている組織及び個人のネ

ットワークである。主な活動はエイズの今 日的話題や課題をテーマにしたフォーラムの開

催 (隔月)である。エイズ&ソサエティー研究会議は『ASO情 報ネットワーク』という
全国NGOリ ス トを発行した。組織評価で述べたような項目に関する質問紙への自記式回
答による情報集であるが、資金難から更新されていない。

このネッ トワークによるNGOリ ソース集の更新を支援することもできる。印刷媒体だ

けでなく webに よる情報提供も行い、内容の改定、更新をすみやかに行えるようにするこ

とが望ましい。

2)日 本エイズストップ基金を利用する :基金提供先の情報集

現在は、 日本エイズス トップ基金の提供を受けた団体について名前と提供された金額の

みが情報公開されている。具体的にどのようなプログラムが実施されているのか不明であ

る。基金を受けたNGOは 申請書および報告書を提出しているので、その概要を公開する
ことは、それぞれのNGOの 活動実態の一端を広く広報する上で重要であろう。同時に基
金の提供 (あ るいは打ち切り)基準、基金の提供理由も明らかにすることが望ましい。

3)NGOホ ームページを利用する

質問紙への自記式回答集では、組織評価としての情報の一部は入手できるが、それ以外

の情報は得 られない。現在では多くのNGOが ホームページを開設 しているが、これらホ

０
０



―ムページをみればある程度NGOの 顔がみえてくる。ホームページー覧を地域別のマッ
プにすることなども考えられる。

NGO評 価については、NGO自 身が行う内部評価と外部の機関が行う外部評価という
視点もある。ホームページはいわば内部評価のメニューといえる。 リソースガイ ドは組織
評価の一つである。ス トップ基金は外部評価の一つの指標だと考えられる。ス トップ基金

以外の助成団体によるエイズ関連のNGOへの助成記録も外部評価の一つになる。
地域行政がNGOと の連携や活動支援を考えるときには、あくまでも、どのような事業
で連携したいのか、どのような支援の形がありうるのか (冊子作成の経費の提供なのか、

事業委託なのかなど)に よってふさわしい相手を決める必要がある。この意味からも、エ

イズ予防財団が必要に応じて調整あるいはコンサルティングの機能を果たすことが求めら

れるが、そこで必要になるのがエイズ予防財団に専門的なプログラム・オフィサーが存在

し活動すること、適切な構成委員によるNGO連携委員会が存在し機能することである。
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6 NGOプ ログラム評価のための人材育成について :プログラム・オフィサー

1)プログラム 。オフィサーとは何をするのか

たとえば、行政が特定の事業を設定し予算を決め、連携するNGOを 探すとする。一般

的には、ここで情報を公開し公募することになろう。するとNGOが 申請書を提出する。

申請書で判断して決定して実施する。終了後に成果を数値で報告する (冊子配布数、イベ

ン ト参加者数など)。

しかしここで注意しなければならないのは以下の点である。

① 申請書どおりに実施できるのか否か

申請書だけでは、申請書類の出来具合いかんで判断され実際になにがどのようにできる

のかについて不明なままである。より具体的な事前評価が必要ではないか。それをふま

えて複数の候補のなかから決定することが望ましい。

② 特に、継続する事業の場合には予想された成果に対する途中評価が必要ではないか。必

要に応 じて改善をくわえなければならないからである。

③ 事後評価について、数値指標だけでは事業実施者の立場による評価でしかない。受益者

の立場からの評価、社会への波及効果なども必要ではないか。

以上のような点について行政とNGOの 間に入つて、専門的視点からア ドバイスをし、

行政に対してはよりよい事業展開と成果の達成を手伝い、NGOに とつてはキャパシティ
ービルデイングの手助けになりNGO支 援にもなるのがプログラム・オフィサーの役割で

あり機能である。

2)評価手法とプログラム 。オフィサーの役割

添付資料 2は、笹川平和記念財団が自主企画事業 「NPOの ための評価」の一環として

MDRC(Manpower Demonstration Research Corporation フォー ド財団がアメリカ政

府 6省の事業評価専門に設立したNPO.ア メリカでは政府による評価とNPOに よる評

価を区別せず、地域イニシアティブという視点で市民サービスプログラムの事業評価をし

ている)に調査を委託した結果を表にまとめたものである (2000)。 .

この表からは、以下、対象事業によつて評価において注目すべき面が異なり、それに応

じて評価の手法と評価を実施する母体が異なることがわかる。

○青少年への トレーニング事業であれば、事業をいかに形成するかの評価、および当事者(受

益者)である青少年の評価参加が重視され、手法としては面接調査が実施されている。

○ヘルパーの労働環境改善事業であれば、労働環境だけでなくヘルパーの生活がどう変わ



つたかが評価として重視され、手法としてはヘルパーヘの質問紙調査、聞き取り調査と

なる。

○ 保育園が保育サービス政策への提言をするための事業では、事業の成果と効果に着日し、

過去 lo年間の比較をする手法を用いる。

添付資料 3は、国際協力事業団国際協力総合研究所が作成したもので、評価を事業実施

者の視点でする場合と、受益者からの視点 (参加型)でする場合の概念を比較したもので
ある。

近年、受益者である市民とともに評価を行うことがより有効なプログラムヘっながると

いうわけで、参加型評価を促進する傾向にあるが、参加型評価を促進するための課題も指

摘されている。      ′
① 参加型評価の主観性

バイアスは否めない。そこは、実施者視点評価と組み合わせて対処する。

② 参加型評価に参加する対象の選択の問題

受益者もいるが、損害、被害を受ける人もいるかもしれない。

どのように選ぶか。その妥当性。

つまり、評価手法のそれぞれにはメリット、デメリットがある。評価者がそのことをよ

く認識すること、適切な評価手法を選び、組み合わせることが重要であることが指摘され

ている。

事業で重視すべき評価の面はなにか、その評価のための適切な手法はなにか、選んだ手

法の利点と限界はなにか、限界を克服するにはどのような対応が可能なのか、これ らの重

要な課題について、決定するのではなく、あくまでも適切なア ドバイスをし、実施者や参

加者が経験をつみ重ね学習することの手伝いをするのもプログラム 。オフィサーである。

3)プ ログラム 。オフィサーの育成

NGO活 動支援と行政との連携の促進について、プログラムを評価 しよりよい成果をあ
げるために、エイズ予防財団が、プログラムオフィサーを育成するZ、要がある。

日本でも、「市民社会創造ファンド」など、企業からの金を集めて企業にかわってNGO
からの事業申請についての事前評価を行い助成事業を決定しNGOを 支援する民間組織が
活動 している。そこでは何人ものプログラム・オフィサーが活動している。
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7.NGO連 携委員会の設置と活動について

イメージ図に示したとおり、エイズ予防財団は独自でNGO支援、人材育成等を実施す
る一方で、 自治体に対してNGOと の連携を促すパイプ役を期待されている。そのパイプ

としての具体的な機能が、NGOの 情報提供、プログラム評価という手法の紹介やそれを

実践できる人材の育成、および連携に不可欠な調整機能だといえる。

この重要かつ必要な機能を果たしていくために何が必要なのだろうか。

今回、予防指針の見直しを機にエイズ予防財団、厚生労働省、NGO,感 染者組織、

研究者が一堂に会して 6回の検討会をもつたが、そこで共有されたポイントが 2点ある。

一つは、行政、NGOに かかわらず、事業に対する評価が十分になされているとはいえ

ない現状である。行政による事業についてモニタリングや評価がなされてこなかつたこと

は見直し検討会でも指摘された。とりわけ、事業の成果を受益者の立場や社会の立場から

参加型手法をとりいれて評価することは十分には行われていない。 したがって評価に関わ

る専門家(プログラム 。オフィサー)を育成する必要がある。

二つには、NGO支 援あるいは行政との連携促進とはいうが、そもそもエイズ予防財団
とNGOと の間のコミュニケーションが不足しており、コミュニケーションと議論を保障

する場がないことである。

そこで、本検討会として、NGO連 携委員会を設置することで情報を共有しあい、支援
のあり方や連携の促進、プログラム評価について検討する場を定期的に設置することを提

言する。この委員会はプログラム・オフィサーと共にエイズ予防財団の中に設置され、自

治体とNGOと のパイプ役をはたすだけでなく、連携の調整及びコンサルティングの機能
を果たすことを目的とする。

以下は、委員会についての提案である。

委員会の名称 :NGO連携委員会 (仮称)
委員会の目的 :NGO支援、行政とNGOの 連携を促進することを目的とする。

委員会の設置 :エイズ予防財団内におく。

委員会の活動 ;NGOプ ログラム評価、連携の調整、コンサルティング
支援、連携事業についての政策提言

委員会の構成 :財団、NGO,感 染者組織、研究者(以上エイズ関係)
NPO関 連専門のNGO,プ ログラム・オフィサー等

委員の任期 :別に定める

委員会の活動資金 :NGO支 援・連携促進事業として位置づけ予算化する。



最後に、今回の検討会は厚生労働省エイズ対策研究事業の一環として研究班が実施し報

告書を作成 したが、こうした活動は、本来厚生労働省のエイズ対策事業として整備され、

継続されるべきものであると考える。



参考資料 3

平成 23年 3月 31日
第 4回エイズ予防指針
作 業  班  資  料

医療の提供について

(「総合的な医療提供体制の確保」関係 )



エイズ予防指針の3本柱
◆ 我が国の HIV・エイズ対策は、感染症予防法に基づき策定された「エイズ予防指針」(平成 18年改正)に基づき実施
◆ 「エイズ予防指針」の基本的な考え方 (①疾病概念の変化に対応した施策展開 ②国と地方公共団体との役割分担
の明確化 ③ 施策の重点化)に基づき、以下の施策を実施

《国が中心となる施策 :一般的な普及啓発》
・ HIV/エイズに係る基本的な情報・正しい知識の提供
・普及啓発手法の開発、普及啓発手法マニュアル作成

《地方自治体が中心となる施策 :個別施策層に対する普及啓発》
・ 青少年、同性愛者への対応

《国が中心となる施策 :検査相談に関する情報提供》
・ HI∨検査普及週間(毎年6/1～ 7)の創設
・ 検査手法の開発、検査相談手法マニュアル作成

《地方自治体が中心となる施策 :検査“相談体制の充実強化》
・ 利便性の高い検査体制の構築(平日夜間・休日・迅速検査等)
・ 年間検査計画の策定と検査相談の実施

《国が中心となる施策 :新たな手法の開発》
・ 外来チーム医療の定着
・ 病診連携のあり方の検討

《地方自治体が中心となる施策 :都道府県内における総合的な診療体制の確保》
・ 中核拠点病院の整備を始めとした都道府県内における医療体制の確保
・ 連絡協議会の設置等による各病院間の連携支援    )

＼
Ｄ
／

難宥自治体向けエイス対策マ塁昌ア♂レ
O各地方自治体のHIV・ エイズ対策を効果的に支援するため、
厚生労働科学研究費補助金エイズ対策研究事業において、下記のマニュアルを作成

○ 普及啓発等施策の実施におけるNGO等との連携強化
○ 関係省庁間連絡会議の定期的な開催による総合的なエイズ対策の推進
○ 感染者・患者数の多い都道府県等(17地方公共団体)への重点的な連携



医療提供体制の再構築

地方ブロック拠点病院

主な機能

O 各ブロックの代表的な病院
(各ブロックに 1つ又は複数設置)
O 高度なHIV診 療 (専門外来、入
院、カウンセラー、全科対応)の提
供
の ブロツク内の拠点病院等医療従事
者に対する研修
○ 医療機関及び患者 感染者からの
診療相談への対応等の情報提供

中核拠点病院 (H18創設) エイズ治療拠点病院

381か所

主な機能

0 総合的なエイズ診療の
実施

0 情報の収集、他の医療
機関への情報提供

O 地域内の医療従事者に
対する教育及び歯科診療
との連携

|あ り・方 |

○ 中核拠点病院を中心としたHIV医
療体制の再構築
〇 拠点病院に対する中核拠点病院によ
る集中的支援
〇 都迦鳴県に原則 1かPJI

|■主な機能

○ 拠点病院との連携及び自治体間の工
イズ対策向上を図るための推進協議会

を設置
○ 原則として、各者β道府県に 1つ設置
o 各者口道府県の高度なHIV診療 (専
門外来、入院、カウンセラー、全科対

応)を行う。
o 拠点病院に対する研修事業の受託
○ 医療情報の提供

愚

Ｗ

1高度なHIV診療の実施
2必要な施設・設備の整備
3拠点病院に対する研修事業及び医療情報の提供
4拠 点病院等との連携の実施 (■fξ糠野憾薩)



都道府県における宇核拠点病院を対象とした主な施策
(エイズ対策促進事業)

A  県 エイズ治療拠点病院等連絡協議会の設置・運営

B  県
エイズ治療拠点病院や患者及びその家族に対する派遣カウンセラー事業を中核
拠点病院に委託

C  県
中核拠点病院からの依頼により、県が雇用するカウンセラーを派遣
エイズ診療経験の共有化を図り、エイズ治療拠点病院 。一般医療機関 。その他
医療従事者間のネットワーク化を図るため、症例懇話会を開催

D  県

県内のエイズ治療拠点病院を対象にエイズ医療体制及び医療水準の向上に関す
る研修会を実施を中核拠点病院に委託
エイズ医療体制及び医療水準の向上に関する対策の検討とその基礎となる資料
の収集に必要な調査事業の実施を中核拠点病院に委託

E  県 ・中核拠点病院においてエイズ診療に携わる医療従事者を学会等各種研修に派遣

F  県
エイズ治療拠点病院を技術支援する役割を担う体制を強化するため、中核拠点
病院の医療従事者をACCが 開催する研修に派遣

G  県
エイズ治療拠点病院の医療従事者等に対する各種研修の実施や HI∨ 診療・ケ
アに関する情報提供、エイズ治療拠点病院以外の医療関係者に対する普及啓発
活動を中核拠点病院に委託

H  県 高等学校において、エイズ関連の出前授業を実施

3



地方公共団体に対するモニタリング
エイズ対策促進事業補助金口特定感染症検査等事業補助金

実績額 (総事業費)の年次推移

億円  (平 成18年度～平成21年度)
9.00

800

700

6.00

5.00

4.00

3.00

2.00

1.00

0.00

H19 H20 H21

都道府県における医療提供体制の整備状況
(平成18年度～平成21年度)

一 検査・相談体制の充実

(特定惑染症検査等事業)

0普 及啓発及び教育
(エイズ対策促違事業)

‐ 医彙 誰 体制の再構築

(エイズ対策促違事業 )

H18

都
道
府
県
数

H18 H19 H20 H21

(注)「連絡協議会」とは、中核拠点病院がエイズ治療拠点病院等との連携を進めるために設置するものである。構成については、
一般医療機関や歯科医療機関との連携が図られるような委員の選任に配慮することとしている。

手 中核拠点病院の選定

‐ 連絡協議会 (注lo設置

学 研修計画の策定
19



医療の提供に関す6研究班
(厚生労働科学研究費補助金 )

1 指定型研究

研 究 課 題 名 研 究 年 度

HIV診療支援ネットワークを活用した
診療連携の利活用に関する研究

菊池 嘉
(国立国際医療研究センター)

平成20年度～22年度

HI∨ 感染症の医療体制の整備に関する
研究

山本 政弘
(九州医療センター )

平成22年度～24年度

HIV・ HC∨ 重複感染血友病患者の長
期療養に関する患者参加型研究

山下 俊一
(長崎大学 )

平成22年度～24年度

2 -般 公募型研究 (臨床医学 )

研 究 課 題 名 研 究 年 度

Ｈ

て

∨関連Lipodystrophyの 克服に向け 秋田 定伯
(長崎大学 )

平成20年度～22年度

血友病とその治療に伴う合併症の克服に
関する研究

坂田 洋一
(自 治医科大学 )

平成21年度～23年度

HIV感 染妊婦とその出生児の調査・解
析および診療・支援体制の整備に関する
総合研究

和田 裕―
(仙台医療センター )

平成21年度～23年度

安全な生殖補助医療を行うための精液よ
りのHI∨ ウイルス分離法の確立

田中 憲―
(新潟大学 )

平成21年度～23年度

血液製剤によるHIV/HC∨ 重複感染
患者に対する肝移植のための組織構築

兼松 隆之
(長崎大学 )

平成21年度～23年度

HI∨感染症及びその合併症の課題を克
服する研究

白阪 琢磨
(大阪医療センター )

平成21年度～23年度

日和見感染症の診断/治療およびそれを
端緒とするHIV感 染者の早期発見に関
する研究

安岡 彰
(長崎大学 )

平成21年度～23年度

多施設共同研究を通じた新規治療戦略作
成に関する研究

岡 慎―
(国立国際医療研究センター)

平成22年度～24年度

HIV感染症に合併するリンパ腫発症危
険因子の探索と治療法確立に向けた全国
規模多施設共同研究の展開

岡田 誠治
(熊本大学 )

平成22年度～24年度

HIVの構造、増殖、変異に関する研究 佐藤 裕徳
(国立感染症研究所 )

平成22年度～24年度

国内で流行するHIV遺 伝子型および薬
剤耐性株の動向把握と治療方法の確立に
関する研究

杉浦 亙
(名古屋医療センター)

平成22年度～24年度

(注)一般公募型研究 (基礎医学)及び若手育成型研究を除く。
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平成20-21年 度 厚生労働科学研究費補助金エイズ対策研究事業
参考資料 4

-11t Hiv感
染症の医療体aljの整備に関する研究

平成 23年 4月 13日
第 5回エイズ予防指針
作  業  班  資 料

研究代表者:濱口 元洋
(独)国立病院機構名古屋医療センターエイズ治療開発センター センター長

研究分担者 :」 池` 隆夫
1、 伊藤 俊広 2、 岡慎-3、 田邊 嘉也

4、 上田幹夫 5、

上平 朝子 6、 本村 昭郎 7、 山本 政弘
8、 前田 憲昭 9、 島巴 恵 10、

山中 京子 11、 田中千枝子 12、 白阪 琢磨
13、 潟永 博之 14、

満屋 裕明 15、 杉浦 亙 16、

1北海道大学大学院医学研究科内科学講座・第二内科 教授
2国立病院機構仙台医療センター 内科医長
3国立国際医療センター戸山病院エイズ治療・研究開発センター長

4新潟大学医歯学総合病院第二内 (臨床感染制御学分野)助 教
5石川県立総合病院血液免疫内科 診療部長
6国立病院機構大阪医療センター感染症科 科長
7広島大学原爆放射線医科学研究所

ゲノム疾患治療研究部門血液内科研究分野 教授
8国立病院機構九州医療センター 感染症対策室長
9医療法人社団皓歯会 理事長
10国立国際医療センター戸山病院

エイズ治療・研究開発センター 看護支援調整官
11大阪府立大学人間社会学部社会福祉学科 准教授
12日 本福祉大学社会福祉学部保健福祉学科 教授
13国立病院機構大阪医療センター臨床研究センターエイズ先端医躙研究部 部長
14国立国際医療センター戸山病院

エイズ治療 研究開発センター治療開発室長
15熊本大学大学院医学薬学研究部血液内科学分野 教授
16国立病院機構名古屋医療センター臨床研究センター免疫 感染研究 部長

研究協力者 :照屋  勝治
国立国際医療センター戸山病院エイズ治療・研究開発センター 病棟医長

研究要旨

本研究班は、日本におけるHiV医療体制の現状把握のための基礎資料を収集し、的確

な政策提言を行うことと、全国どの拠点病院でも高度なHiV診療ができるようになる

ことが、この研究班の究極の目的としている。基礎資料の収集は、各ブロック拠点病

院の患者数や連携実績を基とした。均てん化へ向けては数多くの研際 を実施し、資

料を作成し配布することとした。以下にまとめると、

])この班の構成は、各ブロック拠点病院のHIV医療体制整備 (8ブロツク代表者)と
首都圏の医療体制整備を中核にすえ、歯科のHIV診療体制整備 (前田)、 日IV医療包

括ケア整備 (島田、山中、田中)、 医療経済を含めたHIV医療のあり方検言寸 (白阪)、



HIV感染症の医療体制の整備に関する研究

HI∨ 言つ療における全身管理のための研究 (潟永)、 国内共同研究の基盤整備と薬剤耐

性ガイ ドラインの作成 (満屋、杉浦)である。

2)均てん化に向けブロツク拠点病院は年間 100回以上にも達する研修会を実施し、

我わ`国におけるHI∨診療の医療体制を築き上げてきた活動と考えられる。

3)各ブロツク拠点病院に患者がますます集中し、まつたく診療していない拠点病院と

の二極化が顕著となつており、拠点病院の見直しに着手した。

4)センター化による患者集中により、ブロツク拠点病院はHI∨診療に十分な知識や経

験を得、さらに診療体制の充実が図られた。センター化と均てん化は相反す
るよう

にも思えるが、今後中核拠点病院のセンター化が起これば中核拠点病院の診療レ
ベ

ルのさらなる向上と充実化となり、それと並行して近隣の拠点病院
への研修が進め

ば、拠点病院均てん化もさらに前進すると考えられる。

5)このような活動は継続的に行う必要がある。

A 研究目的
IIIV感染症患者はますます増え続けており、我が

国では、血液製斉1に よる薬害HⅣ感染以外で毎年

1,000名以上の新規感染者の報告が挙がつている。

さらに
″いきなリエイズ

″
で病院を受診する患者も増

えている。我々はそういつた患者に良質の医療を提

供するとともに、一方で新規ⅢV感染症患者の発生

を予防しなければならない。

本研究班は、全国のHⅣ医療体制の整備を目的と

した指定研究として、事業的側面の強い研究班であ

る。全国8ブロツクにおけるプロツク拠点病院を中

心とし、各県の中核拠点病院との連携を深め、HIV

感染症患者の診療水準の均てん化を目的とする。ま

た、これを補助する研究として、歯科診療の均てん

化、包括ケアの均てん化、HIV/AIDS感 染症患者が

合併する重篤な疾患の全身管理の情報提供、IIIV感

染症に係る医療費の医療経営学的分析と長期療養患

者の実態把握、臨床試験の基盤整備などを目指

し、薬斉J耐1生検査の検査通応のガイドラインを整備

する (図 1)。

しかし、大きな問題点としてプロック拠点病院ヘ

の患者集中とⅢV診療をまったくしていない拠点病

院との二極化が顕著となってきており、拠点病院の

見直しを視野に入れた活動を行う。

8プロック拠点病院の

W区薇体制整備班

首都日の医療体制整備

中核拠点病院等の整備

中核拠点病院等との連携 および医療の均

`ん

化
各種ガイドラインの作成

HlV医療体制に対する提言とrn3題点の解決

図l HⅣ感染症の医療体制の整備に関する研究班のIFI要



平成 20‐ 21年度 厚生労働科学研究費補助全エイズ対策研究事業

B 研究方法
政策提言のための基礎資料収集

として、各プロッ

ク拠点病院、中核拠点病院におけ
る平成 19年度の

実態に関し調査を行らた。均
てん化に関しては、

ACC― プロツク拠点病院による数多くの研修会を

実施 してきたが、平成 20、 21年度も各プ
ロック拠

点病院が中心となり、ブロツク内の中核拠点病院

拠点病院に対し、研修会
^連携会議を実施した。歯

科は、均てん化に向け中核拠点病院のネットワ
ーク

構築への助言・応援のため、都道府県単位で活動支

援を行い、HIV感染者の歯科診療の実態調査を行つ

た。包括ケア班では、コーデイネーターナース、カ

ウンセラー、ソーシャルワーカーによるグループで

研修を行い、また、患者の就労支援についても調査

した。医療経済については、HIV診療の入院
‐外来

の原価計算方法を開発 し、実際の原価を計31した。

全身管理研究では、HIV感染症息者の全身管理のた

めには、院内他科との連携が不可欠であり、全国の

中核拠点病院の他科連携状態あるいは準備状況につ

いて調査 し、さらに自覚症状と就労行動に関する調

査、血友病患者におけるRALへの安全な治療切り

替えに関する調査、C型肝炎プロテアーゼ阻害薬

TVRの耐性変異について調査した。共同研究基盤で

は、実際に多施設共同研究を実施し、その際臨床試

験が適切に推進されるよう、すべての試験の効果安

全委員長となり臨床試験の補助となった。薬剤耐性

班では、新規薬剤に対する薬剤耐性情報の収
41_と薬

剤耐性検査実施状況の調査を主に行つた。

(倫理面への配慮)

研修会のデータ解析や症例提示においては、患者

個人が特定されないなどの配慮を行つた。倫理面の

配慮はヘルシンキ宣言に則り、必要に応じて倫理委

員会の承認を得た。

C 研究結果
1)ブロック拠点病院、中核拠点病院ならびに各HiV

診療拠点病院に対するアンケー ト調査

アンケートはWcb回答群と郵送群に分かれるもの

の、回答率が年々減少し、郵送群における回答率は

極めて低い。診療拠点病院とはいつても診療担当医

が明らかでなく、拠点病院発足よりまったくⅢv感

染患者を診療していない施設も存在し、患者が集中

する施設との二極化が一段と進んでいる (図 2)。

2)均てん化に向けた取組み

プロック拠点病院の活動は日覚しく、各プロック

拠点病院が中心となり、プロック内の中核拠点病

院・拠点病院に対し、研修会・連携会議を実施する

ようになったが、毘 1年度における8プロック拠点

病院にて主催されたHⅣに関する講演会ならびに研

修会は、全国で100回 を超えた。EⅣ感染患者の少

ない拠点病院の診療経験の浅い医師・看護師・薬剤

師において研1参の満足度が高く、HIV診療の底上げ

が期待できた。

プロック拠点病院では診療患者数が 1000名 を超

5140/。

RInttIEE  首都日    北睦    東海    近饉

図2 拠点病院のHIV感染症患者診療実績

回答率 91_4%

1     3       6        4     1    5    6     6     0

1      4       25    0    2   5     1     3

12    25      12       13    8   22   16    39    13
4   10    12     10   4  11  5   9    8
1   2    12     21   1   9  10   4   7



HⅣ感染症の医療体常1の整備に関する研究

える施設が 3、 2(X〕 名を超える施設が 4と さらなる七

ンター化力゙ ll Lこ つている。 一方で、HIV診 1年をほと

んど経験 していない拠点病院も全国拠点病院の約半

数に,・rし ており、中には診療担Jll医師がittlltし 、そ

の袖充がなくHIV診療ができない拠点病院も認めら

れた。そこで拠点

'両

院/u Llしの14初の収判lみ とし

て、拠点病 1先存続 について聴取した。

|ま た、HIV感染症患者にとつて有意義なカウンセ

ラーについては、プロック拠点病1先でのカウンセラ

ーの複数体制の構築、派遣制度の継続的迎川1、 おiた

な中核相言炎1刊度の創設による中核拠点病院
へのカウ

ンセラーの配置など、伸l度上での整備が以前に比し

て進行していることが判明した。

3)均てん化を補助する研究

医療経済の研究からHIV診療に係る収益 (請求

額)お よび原価に関する基礎的データを得ることが

できた。HIV診療は入院では概ね赤字、外来では黒

字の傾向が示された。全身管理の研究ではHIV感染

者は、就労意欲はあっても実際には就労できていな

い現1大が明らかになった。また、就労しているHIV

感染者のlE職意向は高くはなく、先行研究の情報サ

ービス業技術職などと比較するとむしろ著しく低か

った。また、健常者と比較すると神経症傾向が強

く、身体の変化に意識が向きやすいと考えられた。

HⅣ診療を当該科めみで行うのは不可能であること

が明%かであり、他科との連携が不可欠であること

が明らかとなった。血友病患者におけるRALへの

安全な治療切り替えでは、プロテアーゼ阻害薬から

RALへ変更すると、血友病患者の出血傾向が改善す

る可能性はあるが、抗ウイルス効果の維持が困難に

なることがあり、注意が必要である。これは、RAL

の耐性獲得のし易 さによると思われた。C型肝炎プ

ロテアーゼ阻害薬 TVRの耐性変異については、c型

肝炎ウイルスが自然にTVR耐性を持つている率は

1%以下で低いとされているが、日本人血友病患煮

でも低いと墨われた。TVRを 使用する場合でも、

PegIFNやリバビリンとの併用が必要であり、C型肝

炎ウイルスのIFN感受性は今後も重要であると思わ

れた6臨床研究の基盤整備では、研究基準の整備に

は、先ず多施設での臨床試験を実施 し、そのレベル

を欧米における臨床試験のそれに引き上げることが

必要と思われた。そこで、日邊班で企画されている

多施設共同臨床試験の中から、①日本人に最適な 1

日1回投与による治療法を検討するET study(ア タ

ザナビルを「1定 し、エブジヨ■、とツルバグの11作 /」J

lキ1リ イJけ を行う1臨床1り「究
'、

 1ア タザナビルによる

ビリルビン ll昇 を軽減することを目的としたウルソ

ルにル先、lυ HIV/HCV合
'「

でIFN治療失敗例に対する

少量IFN療法、の3つに関し臨床試験の実施が適切

に11進されるよう、すべての試験において効果
‐安

全性委員長となり臨床試験のイ1,助 を行つた。ET

studyで 14、 この試験に関連 した2つ の情報

(ACTG520嗽験で高ウイルス量ではエプジコムは

ツルバダに劣るという1背報、DAD試験でエプジコ

ムの成分であるアバカビルを含む治療を受けている

患者の′しヽ■1管障害の有病率が高い)を海外から人千

することができ、本試験の継統実施に関する委員長

コメントをHiした。

D 考察
HIV医療体制把握のためのデータ収集からいろい

ろな問題点が見えてくる。HIV感染症は外来を中心

とした診療を行う慢性疾患になったという理解に基

づいた政策が必要であり、医療連携を強力に進めて

いくための仕組みを構築することである。各プロツ

ク拠点病院に患者がますます集中し、まうたく診療

していない拠点病院との二極化が顕著となった。し

かし、センター化による患者集中により、プロック

拠点病院はHIV診療に十分な知識や経験を得、さら

に診療体制の充実が図られた。センター化と均てん

化は相反するようにも思えるが、今後中核拠点病院

のセンター化が起これば中核拠点病院の診療レベル

のさらなる向上と充実化となり、それと並行して近

隣の拠点病院への研修が進めば、拠点病院均てん化

もさらに前進すると考えられる (図 3)。

均てん化に向けプロツク拠点病院は年間100回 を

超える研修会を実施し、我が国におけるHIV診療の

医療体制を築き上げてきた活動と考えられる。一方

で医療崩壊などにより診療する医師がいない拠点病

院では、拠点病院の存続を望まない、または、病院

全体としてIIV診療に対する理解が得られていない

場合も判明してきている。そういつた病院について

は、拠点病院見直しを各都道府県に提言してゆく。

今回の調査では10数施設が拠点病院存続を望んで

いないことが判明した。病院全体としてHIV診療を

行うという意識が薄く、診療担当医師に任せきり

で、医師の孤立化、個人への負担増となっている

(図 4)。 今一度、病院全体としてのHIV診療拠点病
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院であることを病院長に再認識させなければならな

い 。

これらHIV感染症患者の診療に関する問題点 (表

1)に対し以下の対応策を立案し、提言する。

①ブロック拠点病院への患者集中はプロック拠点病

院のレベルアップにつながっており、プロツク拠

点病院の医師の確保、さらにはコーデイネーター

ナース、カウンセラーなどの配備も整つてきてい

る。現在、各都道府県に中核拠点病院が設置さ

れ、ある意味、中核拠点病院へ団Ⅳ感染症患者が

集まることは、プロック拠点病院がなしえたこと

と同様、中核拠点病院の医師、コメディカルのレ

ベルアップにつながると思われる。

②現実、診療経験のない拠点病院は、年間にたとえ

数名のHIV患者が見つかつても中核やプロック拠

点に送るだけのことしかできていない。HIv診療

連携のための「拠点病院診療案内2009-2010Jに

は拠点病院を辞退希望の項目をつくり、施設の意

向を伺つた。それを基とし、各都道府県に研究班

から提言する。一方で、各拠点病院のIIIIV診療実

葬:膏 ::|→'
プロック拠点病院

' 

研修や連携強化

=ギ
鷺fia:虐  

今度は中核拠点病

[1文 I必

要

IR枡塑 1晏電 1倒]楊
看E■諦 哺近押 書虚■

拠点病院

患者

患者

患者

＼
一〆

プロック拠点病院のレベルUp
①知識・経験の積上げ

②スタッフの充実

(診療体制の整備)
が達成された。

患者

患者＼
一

図3 センター化or均てん化

H鳴疲拠点病院 がん診療拠点病院
証
諷
性
に 県からの要請で拠点病院にされたという受け身の姿勢 拠点病院になることを切望する施設多数

県 見直しは考えていない 常に見直しを検討

医師 専門医はtヽない(マンパワー不足)

余計なll強 .仕事をする(消極的な姿勢)

個人の負担が大(孤立化)

専円医多数

自身の専11分野の勉強.仕事(積極的な姿勢)

複数科で対処

看護師 外来専任看護師が求められ、施設の方針とくい違い 看護師配置にlpl題なし(病棟、|ヒ学療法室など)

中核拠点病院会議でも拠点病院HIV診療担当医師の

負担増・孤立化が数多く訴えられた(人的補充の要請強い)。

図4 HIV診療拠点病院とがん診療拠点病院との比較

表l HⅣ感染症患者の診療に関する問題点

1ブロック拠点病院への患者集中
2拠点病院の半数が現実HIV診療の経験がほとんどない。
3拠点病院のHIV診療を担当する医師個人の負担が大き
い(つまり施設としてHlV診療に対する取り組みがない)。
4拠点病院を辞退したいという施設が出てきている(全国で
lo施設)。
5長期入院を要するAIDS中枢神経合併症患者の療養所や
施設への受入れがまったくできていない(療養所・施設
がHlV感染者ということで拒否している)。
6個人開業歯科のHiV感染者の診療拒否



HIV感染症の医療体制 備に関する研究

績や診療意欲・地域1■ 専門性 tた とえば結核療
養施設)を基に、各プロツクでHIV診療拠点病院

を再評価し、総 数で,79施設から200施設位まで

に見直しを行う。

③Hlv診療拠点病院のほとんどが担当医師個人の努

力によりHIV診療が成り立つているので (施設と

してほとんど医師個人に任せ切り、従ってその医

師の異動により診療不能に陥ることもある)、 施

設長に「病院全体としてHIV診療に取り組む」と

いう姿勢を再確認していただくよう研究班・厚生

労働省・都道府県より再度要請する。

④長期入院必要患者の施設・療養所の受け入れは、

HIVの正しい知識を伝え、感染防御の方法などを

指導し、HIVに対するハードルを低くできるよう

粘り強く活動を継続していく。現実は個々の療養

所・施設に実際赴いて、教育・研修するというこ

とを行つている。ほとんどの施設はそれもさせて

もらえない。

③開業歯科の先生方には、近隣の拠点病院が針刺し

事故時の対応を行ってくれないという不安感が強

い。各拠点病院は自施設だけの針刺し事故対応で

はなく、他院で発生した事柄に対しても対応でき

るように拠点病院連絡会議を通じて要請・指導す

る必要がある。

E 結論
HrV診療の均てん化のためにいろしくろな角度から

の活動を行つた。このような活動は継続的に行う必

要があるL

G 知的財産権の出願・登録状況

1.特許取得

なし。

2.実用新案登録

なし。

3 その他
なし。
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第 6回エイズに関する関係省庁間連絡会議

議 事 次 第

日時 :平 成 21年 4月 27日

14:00～ 15:00

場所 :厚生労働省共用第 7会議室

1開 会

2議 事

(1)「エイズに関する関係省庁間連絡会議設置要綱」の改正について

(2)厚生労働省健康局疾病対策課におけるエイズ対策について

(3)各省庁におけるエイズ対策の取組状況について

(4)「 HIV/AIDSの対策に関する東南アジア行政官会議」について

3.閉 会

<配布資料>

資料 1 エイズに関する関係省庁間連絡会議設置要綱 改正案

資料2 エイズに関する関係省庁間連絡会議設置要綱 新旧対照表

資料3 エイズ対策について

資料4 各省庁におけるエイズ施策の取組について

資料5 HIV/AIDSの対策に関する東南アジア行政官会議について

参考資料 1 後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針
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第6回エイズに関する関係省庁間連絡会議出席者名簿

<構成員等>

所 属 職 名 氏 名 構成 出席

法務省  1人権擁護局 人権啓発課 課 長

課長

課長補佐

先端医科学研
究企画官

課長

浅井 琢児 構成員 ○

○

○

○

;国際協力局 専門機関課 早川 修 構成員

卜4'日    ~~~~~~― ―一 ―――― ― ――

1国際協力局 専門機関課 小林 敏明 it理

構成員1研究振興局 研究振興戦略官 倉 崎 高明

文部科学省 i研究振興局 研究振興戦略官付 永田 充生 代理

スポーツ・青少年局 学校健康教育課 松 川 憲行 構成員

1健康局 疾病対策課 課 長 岩崎 康孝 構成員 ○

1健康局 疾病対策課
|

課長補佐 木村 幸 司 事務局 ○

1健康局 疾病対策課 主査 喜多 洋輔 事務局 ○

健康局 結核感染症課 課 長 梅田 珠実 構成員 ○

医薬食品局 総務課
医薬品副作用被害対策室

室 長 梶尾 雅宏 構成員

厚生労働省
医薬食品局 総務課
医薬品副作用被害対策室

室長補佐 岡村 真一 代理 ○

医薬食品局 監視指導・麻薬対策課 課 長 熊本 宣晴 構成員

医薬食品局 監視指導・麻薬対策課 課長補佐 安田 尚之 代理 ○

労働基準局 安全衛生部 労働衛生課 課長 鈴 木 幸 雄 構成員 ○

職業安定局 高齢・障害者雇用対策部

障害者雇用対策課
課 長 吉永 和生 構成員

業安定局 高齢・障害者雇用対策部

害者雇用対策課

地域就労支援
室長

藤井 礼一 代理 ○

<ォブザーバー>
所 属 職 名 氏 名 構成 出席

法務省
1炉

正局 成人矯正課
処遇第 2・ 3係

補佐官
前澤 幸喜 ○

東京大学医科学研究所 教 授 岩本 愛吉 ○
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(1
(2

エイズに関する関係省庁間連絡会議設置要綱

‐
平成 12年 12月 11日設置
平成 18年 2月 13日 改正
平成 18年 6月 12日 改正
平成 21年 4月 27日 改正

1 目 的
我が国のエイズ患者、HIV感 染者の発生が、依然として地域的にも年齢的にも
広が りを見せている状況に鑑み、関係省庁間の協議の場を設定することで、よリー

層総合的かつ効果的なエイズ対策を推進することを目的とする。

2 根 拠
後天性免疫不全症候群に関する特定感染症予防指針 (平成 18年 3月 2日 告示第
89号)第 8(施策の評価及び関係機関との新たな連携)の 1(施策の評価)に基
づく。

3 協議事項
国際的な連携に関すること

人権の尊重に関すること

(3)普及啓発及び教育に関すること
(4)研究の情報交換に関すること
(5)性感染症対策等関連施策との連携に関すること
(6)そ の他、省庁間における連携が必要な事項に関すること

4 連絡会議構成員
連絡会議の構成は、次のとおりとする。
。法務省人権擁護局人権啓発課長
。外務省国際協力局専門機関課長
。文部科学省研究振興局研究振興戦略官
・文部科学省スポーツ・青少年局学校健康教育課長
。厚生労働省健康局疾病対策課長
。厚生労働省健康局結核感染症課長
。厚生労働省医薬食品局総務課医薬品副作用被害対策室長
・厚生労働省医薬食品局監視指導 。麻薬対策課長
・厚生労働省労働基準局安全衛生部労働衛生課長
。厚生労働省職業安定局高齢・障害者雇用対策部障害者雇用対策課長

上記構成員の他、協議の内容に応じて各構成員は、関係者の出席を求めることが

できる。

5 連絡会議議長
議長の職は、厚生労働省健康局疾病対策課長とする。

6 連絡会議の開催
会議は年 1回を基本とする。ただし、緊急その他の必要が生じた場合、各構成員
は、会議の開催を議長に要請することができる。議長は、この要請を受けたとき又

は自らが必要と認めるときは、会議を開催するものとする。

7 その他
会議の開催その他の庶務は、厚生労働省健康局疾病対策課において処理する。



剖∫局名 文枷
`科

学省研究振りl局刀り七1辰興戦略官付

1 エイズ対策に関するこれまでの取組

文部科学省においては、平成 17年度 (よ り、エイズを含む新興 。再興感染症に関する基

礎研究 。人材育成等を推進するため、「新興
。再興感染症研究拠′点形成プログラム」を実施

している。鰯可紙参照)

2 エイズ対策に関する今後の取組 (予定)

引き続き、上記プロジェクトを推進する。

(様式4)

各省庁におけるエイズ対策の取組状況について

(備考)

必要に応じて、資料を添付願います。なお、既存の資料等を使用する場合には、明J紙参

照」と記載願います。
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新興日再興感染症研究拠点形成プログラム(平成17年度～平成21年度)
平成21年度予算額 :2,064百万円
平成20年度予算額 :2,500百万円

【背拝誌
]勺に重症急性口手吸器症候群(SARS)や高病原性鳥インフルエンザなどの新興=再興感染症に対する社会不安

が増大

8憲糞歴客霙2冨す
:諦
柵 不諄昌際的な連携が十分とられていないために、緊急の課題に対応す

ることが困難

 など
′

【概要】(H¬ 7～ H21)
平成17年度より、アジアを中心とした新興・再興感染症の発

生国あるいは発生が想定される国に、現地研究機関との協力

の下、海外研究拠点を設置するとともに、国内の体制を整備

し、感染症対策を支える基礎研究を集中的・継続的に進め、

知見の集積口人材育成等を図ることを推進



(様式 4)

各省庁におけるエイズ対策の取組状況について

厚生労働省健康局結1亥感染症課

1 エイズ対策に関するこれまでの取組

後天性免疫不全症候群については、当課所管の
「感染症の予防及び感染症の患者に対す

る医療に関する法律 (平成10年法律第114号)」 (以下、感染症
法)において 5類感染症と

して位置づけられているところであり、感染症法の前文
のオ書申にのっとり、人権に配慮し

た対応をしているところ。

平成 12年には、感染症法に基づく、
「性感染症に関する特定感染症予防指針 (平成 12月

2月 2日厚生省告示第 15う 」を定め、性感染症 (性器クラミジア感染症、性器
ヘルペス

ゥィルス感染症、尖圭コンジローマ、梅毒及び淋菌感染症)に関する対策に
ついて示して

いるところであるが、性的接触を介して感染することがある感染症とし
てHIVと の関係

が深く、その発生予防、まん延防止策等において、本指針に基
づいた予防対策と、「後天性

免疫不全症候群に関する予防指針 (平成11年 10月 4日厚生省告
示第217月」に基づく対

策との連携を図ることが必要であるとされている。

これまでの取組として、毎年 11月 25日 から12月 1日 (世界
エイズデー)の一週間

を「性の健康週間」と位置づけ、国から各都道府県等に対
し、HIVや性感染症に関する

正しい知識の普及啓発活動をはじめとした取組を進めてもらうよう通知
し、性感染症対策

の強化を図つているところである。

また、国からの地方自治体等に対する補助事業として、全国
の保健所において実施され

る性感染症検査やその前後で実施する相談事業に対し補助を行
つている。

さらに、医自雨等による性感染症 (HIV含む)に関する電話やメールを使つた相談事業

(委託先 :じオ)性の健康医学財団)を実施しているところである。

2 エイズ対策に関する今後の取組 (予0

今後も引き続き、感染予防及びまん延防止につながるよう対策を進めてま
いりたい。

(備考)

必要に応じて、資オ斗を添付願います。

照」と記載願います。

なお、既存の資料等を使用する場合には、明」紙参
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部局名
厚生労働省労働基準局

安全衛生部労働衛生課

1 エイズ対策に関するこれまでの取組
1 「職場におけるエイズ問題にかかわる啓発について」 0召和 62年)
エイズ問題総合対策大綱 (エイズ対策関係閣僚会議決定)を踏まえ、各労働災害防止団
体等へ事務連絡を、また、都道府県安全衛生課長へ内かんを発出。

2 「職場におけるエイズ問題に関するガイ ドライン」作成 (平成 7年 )
事業場が職場におけるエイズ問題に関する方金十を作成する上で参考とすべき基本的な考

え方を示 した。労働基準局長、職業安定局長連名で、各都道府県労flD基準局長、各都道府

県知事へ通達を発出するとともに、リーフレットを作成し、関係機関に配布。

3 「職域におけるエイズに関する正しい知識の普及事業」 (平成 7～ 13年度)
職域におけるエイズに関する正しい知識の普及を図るため、産業医、保健師等産業保健

関係者及び企業の衛生管理担当者等を対象とした講習会を開催。

4 「労イ動衛生のしおり」に「職場におけるエイズ問題に関するガイドライン」及びガイ
ドラインの解説を掲載。 (平成 15～ 17年度)

5 「産業医等の医師等を対象とした研修等事業」における「産業保健関係者に対する感染
症対策に関する研修」 (平成 19年度～)
事業場における肝炎、エイズ、輸入感染症等の適切な知識の普及を図るため、産業医、

保健師 。看護師、衛生管理者、人事労務担当者等を対象とした研修会を開催。

6 「全国労働衛生週間」における事業場の実施事項として「職場におけるエイズ問題に
関するガイ ドラインに基づくエイズ問題の自主的な取組」をあげている。 (平成 7年度～)

2 エイズ対策に関する今後の取組 (予定)

1 毎年行われる「全国労働衛生週間」において事業場の実施事項として 「職場における
エイズ問題に関するガイドラインに基づくエイズ問題の自主的な取組」を取り上げ、事業

場での取 り組みを促進する。

2 「産業医等の医師等を対象とした研修等事業」等において、引き続き、産業保健関係
者等に対 して、エイズ等の感染症に関する適切な知識の普及を図つていく。

3 都道府県産業保健推進センター、地域産業保健センターにおいて、産業保健従事者や
中小事業場等からの相談に応じており、今後 ともその禾」用の促進を図つていく。

(様式4)

各省庁におけるエイズ対策の取組状況について

(備考)

必要に応じて、資料を添付願います。なお、既存の資料等を使用する場合には、明可紙参

胞 と記載願います。
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(様式 4)

各省庁におけるエイズ対策の取組状況について

部局名
厚生労働省医薬食品局監視指導。麻薬対策

課

1 エイズ対策に関するこれまでの取組

(2)

[情報提供]

国連麻薬委員会ハイレベル会合における薬物乱用者由来の HIV/AIDSを含めた感染症の防
止にかかる議論について

経緯

1998年 の国連麻薬特別総会において合意された世界的な薬物対策にかかる政治宣
言、各種行動実施計画の 10カ年評価を行うとともに、今後の新政治宣言、新行動実施
計画の策定 。意思決定のためのハイレベル会合が2009年 3月 に開催された。

2_エイズ対策に関係する点
(1)薬物乱用者由来の HIV/AIDS対策は、薬物需要削減対策に含まれ、98年の段階では、
adverse health and social cOnsequences of drug abuseと 合意され、その後も、
comprehensive packageを 構成する一要素として整乳

しかし、既に薬物乱用者由来の感染症等による社会への害悪が増加 している国から

は、かかる害悪を減少させる対策 (harm reduction)の国際的な合意を求めるため、
これに対応した文言を新政治宣言。新行動実施計画に挿入するような交渉があった。
しかし、harm reductiOnの 定義が合意されておらず、また、ある国の harm reductiOn

として実施している施策が条約違反であることを条約司義 ヽから指摘される等の結

果、薬物対策としての観′点からはharm reductionは合意されず、従来からの整理と

された。

(注)薬物需要対策として合意されている過程は、preventioL care,treatment,
rehabilitationで あり、これらに横断的に関与するものとしてadverse health and

social consequences of drug abuseが位置付けられてはいる′点までは合意されて

いる。しかし、個別具体策については合意されていない。

なお、HIV/AIDS対策の観点からの薬物問題対応で過去に合意されているものとして
は、GA60/262がある。

3.そ の他
国連で薬物を担当する国連薬物犯罪事務所 (UNODC)は 、llN AIDS sistersの 1
つであり、薬物乱用者 (prison settingを 含む)由来のエイズ等の感染症対策をUN
AIDSoWHOと 協力 して担当。

(3)

2 エイズ対策に関する今後の取組 (予定)

今後とも、薬物乱用者とHIV/AIDS等感染症との間の交錯に関する情報を鋭意収集 してま
いる予定。
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各省庁におけるエイズ対策の取組状況について

1部
鳥名
1職
業安定周障害者辱用対策

課

1 エイズ対策に関するこれまでの取組

HIV感染者である労働者については、事業主に障害者の雇用義務を課す雇用率制度のも

と、公共職業安定所での職業紹介等を通じて、その雇用の促進を図つているところである。

また、平成 7年には労働基準局長と職業安定局長の連名で、HI▼ 感染者である労働者が誤

解や偏見により職場において不当な扱いを受けることがないよう、職場における
エイズ問

題に関するガイドライン」を定め、種々の機会を通じて周知に努めるとともに、平成 10年

には「HIVに よる免疫機能障害者の雇用のために」という事業主向けマニュアルの作成等

を通じくHIV感染者に関する正しい理解の促進や、障害者雇用制度等の啓発を行つている

ところである。

最近の取組としては、①平成 20年 11月 7日第 12回公務部門における1障害者雇用推進チー

ムにおいて、HIV感染者が障害者雇用促進法に定める障害者雇用率制度の対象となること

を 2割以上の官公庁が知らないという新聞報道がなされたことに鑑み、HIVに よる免疫機

能の障害を有する者が、障害者雇用率制度の対象となることを障害者雇用対策課長から周

知した。②平成 20年 10月 27日 に開催された社会福祉法人はばたき福祉事業団主催の
「HIV

感染者就労のための協働シンポジウム」及び平成 21年 1月 21日 に財団法人エイズ予防財

団主催で平成 20年度厚生労41ul科学研究費エイズ対策研究1佳進事業
「地域におけるHIV陽性

者等支援のための研究」研究成果等普及啓発事業として開催された
「HIV陽性者と社会生

活」のトークセッシヨンに障害者雇用対策課地域就労支援室長が参加した。

2 エイズ対策に関する今後の取組 (予定)

今後とも、雇用率制度に基づき、HIV感染者である労働者の雇用の促進を図るとともに、

正しい理解を促進するための啓発活動等を適切に行ってまいりたい。

①平成 21年度に、平成 10年度に作成された「HIVによる免疫機能障害者の雇用のために」

の改訂版の作成を、独立行政法人高齢
。障害者雇用支援機構が行う予定としている。

(様式 4)

(備考)

必要に応じて、資料を添付願います。なお、既存の資料等を使用する場合には、明り紙参

照」と記載願います。

11     .




